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１． 設計条件
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 ニューマチックケーソン基礎の設計計算例

　1. 設計条件

　1.1 基本条件

(1) 上部構造 

　形　　式：鋼３径間連続非合成Ⅰ桁橋

(2) 下部構造 (図 )

　形　　式：張出式RC橋脚

　基礎形式：ニューマチックケーソン基礎

　使用材料：表 のとおり

計　算　例 備　考

図 下部構造の形状
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計　算　例 備　考

Ⅲ編

Ⅳ編

Ⅲ編

(3) 橋の重要度の区分 Ⅰ編

　耐震設計上の橋の重要度の区分：Ｂ種の橋 Ⅴ編

(4) 設計供用期間

　本設計計算例では100年とする。 Ⅰ編

(5) 橋の耐荷性能の設定

Ⅰ編

(6) 橋の耐荷性能の照査

Ⅰ編

Ⅰ編

(7) その他の条件

　1) 材料の単位体積重量
　鉄筋コンクリート　：γ ＝ Ⅰ編

　コンクリート　　　：γ ＝

　土砂の上載荷重　　：γ ＝

　水　　　　　　　　：γ ＝

　2) コンタクトグラウトの使用

　コンタクトグラウトを施す。

Ⅳ編

　3) フリクションカット

　フリクションカットを設ける。本計算例では， ＝ とする。

Ⅳ編

σ ＝橋脚

σ ＝ケーソン基礎
σ ＝

降伏強度の特性値

鉄筋の種類及び

設計基準強度

コンクリート

表- 使用材料及び材料強度の特性値

耐震設計上の橋の重要度が，Ｂ種の橋であるため，橋の耐荷性能２を満足さ

せる。

橋の耐荷性能２を満足させるために，永続作用支配状況及び変動作用支配状

況において，その状態が橋の限界状態１及び３を超えないことを照査する。ま

た偶発作用支配状況（レベル２地震動を考慮する設計状況）において，橋の限

界状態２及び限界状態３を超えないことを照査する。

橋脚ケーソン基礎の設計計算の流れを図 に示す。

【補足】

周面地盤の強度回復やケーソン基礎と周面地盤との密着性確保のために，沈

下完了後，地盤とケーソン基礎壁面間の空隙に地盤と同等以上の強度を有する

セメ ントペーストやセメントベントナイト等の充てん材を注入するコンタク

トグラウトを行う必要がある。

充てん材は地盤条件，施工性等を考慮して配合を決定する必要があるが，一

般的には，強度が となるようにしている。なお，ケーソン基礎本体の

コンクリートよりも強度の高い硬岩等がケーソン基礎の周面にある場合には，

充てん材はケーソン基礎本体と同等以上の強度となるよう配合を定める必要が

ある。

【補足】

ニューマチックケーソンを安全かつ確実に支持地盤まで沈下させるために，

地盤とケーソン基礎壁面間の摩擦力を減少させる方法がある。摩擦抵抗低減の

方法として，最も一般的なものは，１リフトと２リフトの境界に設けるフリク

ションカットである。その寸法は，地盤にもよるが，フリクションカットは施

工条件に応じて ～ 程度である。
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計　算　例 備　考

図 橋脚ケーソン基礎の設計計算の流れ

*本設計例は網掛け範囲を示す。

START

設計条件の設定

・鉄筋量の設定

疲労に対する照査

・ｺﾝｸﾘｰﾄの応力度の照査
・鉄筋の応力度の照査

基礎の降伏の照査
・応答変位≦降伏変位の制限値 

基礎に塑性化を期待する

基礎の塑性率照査
変位の制限の照査

・使用材料の設定
・外形寸法の設定

構造諸元の設定

液状化が生じる 土質定数の低減

基礎の降伏に対する照査

基礎に塑性化を期待する

基礎の塑性率照査
変位の制限の照査

レベル２地震動を考慮する設計状況

部材等の照査

基礎の変位の制限に対する照査

設計地盤面における水平変位≦水平変位の制限値
底面鉛直地盤反力度≦鉛直地盤反力度の制限値 

基礎の安定の耐荷性能に対する照査
【限界状態１】

【限界状態３】

底面鉛直地盤反力度≦鉛直地盤反力度の制限値
設計地盤面における水平変位≦水平変位の制限値

部材等の設計

限界状態１の照査で担保

内部鋼材の腐食に対する照査
・かぶりの照査

・部材寸法の設定

(図-3.1.1参照)

作用の特性値の算出

設計状況の設定

作用の特性値の算出

作用の組合せ(①～⑩)

作用の特性値の算出

耐荷性能の照査

腐食に対する照査

疲労に対する照査

耐久性能の照査

変位の制限の照査

設計状況の設定

作用の特性値の算出

作用の組合せ(⑪)

END

その他性能の照査

個別の検討(最小鉄筋量など)

検討の必要性の確認

その他性能の照査

・沈下計算

設計状況の設定

設計状況の設定
作用の組合せ

作用の組合せ

設計状況の設定

作用の特性値の算出

作用の組合せ

部材等の設計
(図-3.1.1参照)
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計　算　例 備　考

　1.2 地盤条件

　設計に用いる地盤定数を図 に示す。

図
設

計
に

用
い

る
地

盤
定

数

▽
-1

4.
72
0

10
50

46
00

12
50

16500

12
00

20
0

12
50

中
埋

め
コ

ン
ク

リ
ー
ト

土
質

3
(°

)
(k
N
/m
 )

3000

2300

2

20
0

φ
71

00

粘
着

力
C

せ
ん

断

▽
+9

.7
80

100

γ
t

土
質
定

数

17
17

.0
-

-
▽

+8
.3

80

1400

▽
+9

.7
80

中
詰

水

20
.0

50
50

φ
70

00

35
00

17
50

17
50

50

1200

46
00

3500

23000

14
0,

00
0

12
00

42
.0

10
50

-

▽
+8

.2
80

20
.0

▽
+8
.2
80
（

設
計

上
の

地
盤

面
）

砂
礫

28
0,

00
0

支
持
層

2
(
kN
/m

 )
(回

)
(k
N/

m 
)

2

γ
=1
8k

N/
m3

(k
N/

m 
)

抵
抗

角
φ

α
Eo

盛
土

-
-

▽
+5

.4
80

▽
-0

.2
20

▽
-6

.8
20

▽
-9

.0
20

▽
-1

0.
02
0

10002200660057002900

22
18

.0
-

33
.0

砂
礫

61
,6

00
12
3,

20
0

15
19

.0
-

30
.0

砂
質

土
42

,0
00

84
,0

00

6
18

.0
 0

.0
粘

性
土

16
,8

00
33

,6
00

50
-

42
.0

砂
礫

14
0,

00
0
28
0,

00
0

25
19

.0
-

33
.0

砂
質

土
70

,0
00

14
0,

00
0

上
載
土
砂

N値平
均

現
地

盤
面

地
下
水

位

15000

32

日本圧気技術協会（JAPAN PNEUMATIC TECHNOLOGY ASSOCIATION）

− 5 −



計　算　例 備　考

　1.3 荷重条件

(1) 上部構造及び下部構造からの荷重

－ ※

土圧（ ） ○

コンクリートのクリープの影響（ ） － － ※

コンクリートの乾燥収縮の影響（ ） －

橋軸
方向

－ －

水圧（ ） ○ － －

活荷重に対する風荷重（ ） － － －

浮力又は揚圧力（ ） ○ － －

温度変化の影響（ ） ○ － －

温度差の影響（ ） － － ※3

雪荷重（ ） － －

橋軸直角
方向

備考

死荷重（ ） ○ － －

活荷重（ ） ○ － －

衝撃の影響（ ） － － ※1

プレストレス力（ ） － － ※2

※4

地盤変動の影響（ ） － － ※5

波圧（ ） － － ※7

地震の影響（ ） ○ － －

衝突荷重（ ） － － ※8

その他 － － ※9

支点移動の影響（ ） － － ※5

遠心荷重（ ） － － ※6

制動荷重（ ） － － ※6

橋桁に作用する風荷重（ ） － － －

ここに，

○ ： 設計で考慮する荷重または影響

※1 ： 基礎の設計には考慮しない。

※2 ： 鋼橋のため考慮しない。

※3 ： 本設計計算例では，省略する。

※4 ： 積雪地域でないため考慮しない。

※5 ： 圧密沈下等の影響がないことが確認された場合の設計計算例を示す

こととし，考慮しない。

※6 ： 本橋は，直橋であることや橋面に軌道の設置がないことから考慮し

ない。

※7 ： 海上部に位置していないため考慮しない。

※8 ： 橋脚の周辺に車両用防護柵を設置するため考慮しない。

※9 ： 作用しない。

本設計計算例では，橋軸方向の計算のみを示す。

ケーソン基礎の設計で考慮する荷重又は影響は表- 1.3.1 に示すとおりである。

計算に用いる作用の組合せに考慮する荷重又は影響は○印である。

表 荷重または影響

荷重又は影響
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計　算　例 備　考

　1) 鉛直荷重

Ⅰ編

Ⅰ編

　2) 水平荷重及び地震の影響

Ⅴ編

Ⅴ編

Ⅴ編

※) 橋脚天端から作用位置までの高さ

橋軸方向

レベル１
地震動の影響

設計水平震度及び地盤面に
おける設計水平震度

（－）

（ ・ ）

（ ・ ）

Ⅱ Ⅱ ・ Ⅱ

地域 Ⅱ種地盤

レベル２
地震動の影響

Ⅰ （－）

Ⅰ Ⅰ ・ Ⅰ

Ⅰ Ⅰ ・ Ⅰ

支持する上部構造部分の重量

作用位置までの高さ※

橋脚基礎の設
計水平震度

タイプⅠ

タイプⅡ

鉛直力

タイプⅠ設計水平震度
及び地盤面に
おける設計水

平震度 タイプⅡ

Ⅱ （－）

Ⅱ Ⅱ ・ Ⅱ

支持する上部構造部分の重量

作用位置までの高さ※

水平力

地域区分・地盤種別

死荷重

活荷重

（ ）

（ ）

作用の特性値に基づく上部構造から下部構造に作用する鉛直荷重を表

に示す。基礎の設計では上部構造に対する衝撃の影響は考慮しないため，活荷

重は衝撃の影響を含まない値としている。

作用

表 上部構造からの鉛直荷重

作用の特性値に基づく上部構造から下部構造に作用する水平荷重及び地震の

影響を表 に示す。

地域区分は 地域（地域別補正係数 ， Ⅰz ， Ⅱz ），耐震設

計上の地盤種別はⅡ種地盤とする。

なお，本書では，水平荷重及び地震の影響の算出過程の記述は省略する。

表 上部構造からの水平荷重及び地震の影響
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計　算　例 備　考

(2) 作用の組合せに対する荷重組合せ係数及び荷重係数

Ⅰ編

表

(3) ケーソン基礎天端中心における設計荷重

　1) 荷重の特性値から算出したケーソン基礎天端中心における作用荷重

死荷重
上部構造からの重量

はり・柱の重量

合計

浮力 

はり・柱の慣性力

合計

活荷重 上部構造からの重量

浮力

死荷重

水平力 作用高さ モーメント

・

上載土砂の重量

温度変化の影響

ﾚﾍﾞﾙ 地震動の影響

・

モーメント水平力鉛直力

活荷重

死荷重

橋軸
方向

上部構造の温度変化による水平力

レベル１地震
動の影響

上部構造重量の慣性力

鉛直力

鉛直力 水平力 作用高さ モーメント

・

死荷重 活荷重 浮力又は揚圧力 温度変化の影響 温度差の影響 橋桁に作用する風荷重 活荷重に対する風荷重 地震の影響

γ γγ γ γ γ γγ γ γ γ γ

作用の組合せ 荷重組合せ係数γ と荷重係数γ の値

設計状況
の区分 γ γ γ γ

⑤

④

偶発作用
支配状況

⑪

②

①

⑩

⑨

⑧

永続作用
支配状況

⑥

③

⑦

変動作用
支配状況

表 作用の組合せに対する荷重組合せ係数及び荷重係数

表 各荷重の特性値から算出した天端中心における作用荷重の総括

作用荷重
荷重又は影響

本設計計算例において対象とするケーソン基礎の設計で考慮する作用の組合

せと，作用の組合せ（以下，「荷重組合せ」という）に対する荷重組合せ係数

γ 及び荷重係数γ を表 に示す。

荷重又は影響

作用荷重

表 荷重の特性値から算出した柱基部における作用荷重

荷重又は影響

作用荷重

表 上載土砂及び浮力による作用荷重

ケーソン基礎に作用する荷重には，柱からの荷重とケーソン基礎上の土砂

重量（以下，「上載土砂」という。）及び浮力がある。本設計計算例の地下水

位はケーソン基礎天端位置（▽ ）となるため，浮力の作用を考慮しない。

荷重の特性値から算出した柱基部における作用荷重を表 に，上載土砂

及び浮力による作用荷重を表 に示す。集計した結果総括を表 に示

す。
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計　算　例 備　考

　2) 荷重係数を考慮したケーソン基礎天端中心における設計荷重

【補足】

Ｖ＝ × × ＋ × × ＋ × × × ×

　＝

＝ × × ＋ × × ＋ × × × ×

　＝

＝ × × ＋ × × ＋ × × × ×

　＝

⑨

⑩

変動作用
支配状況

永続作用
支配状況

②

③

⑤

①

鉛直力 水平力 モーメント
・

永続作用
支配状況

①

モーメント
・

水平力鉛直力

鉛直力 水平力 モーメント
・

永続作用
支配状況

基礎の変位による安定の照査に用いるケーソン基礎天端中心における設計

荷重の総括，基礎の耐久性能の照査に用いるケーソン基礎の天端中心における

設計荷重の総括及び基礎の安定に関する耐荷性能の照査に用いるケーソン基礎

天端中心における設計荷重の総括を表 ～表 に示す。

なお，地震の影響による断面力の算出にあたっては，地震の影響による荷

重組合せ係数及び荷重係数のほか，死荷重の荷重組合せ係数及び荷重係数

γ ・γ ＝ を考慮した。

例えば，荷重組合せ の場合のケーソン基礎天端における設計荷重

は，次のように算出される。

表 基礎の変位による安定の照査に用いるケーソン

基礎天端中心における設計荷重の総括

設計荷重
作用の組合せ

γ γ γ γ γ γ γ γ

γ γ γ γ γ γ γ γ

γ γ γ γ γ γ γ γ

表 基礎の耐久性能の照査に用いるケーソン

基礎天端中心における設計荷重の総括

設計荷重
作用の組合せ

表 基礎の安定に関する耐荷性能の照査に用いるケーソン

基礎天端中心における設計荷重の総括

設計荷重
作用の組合せ
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計　算　例 備　考

　1.4 ケーソン基礎の地盤抵抗特性

(1) ケーソン基礎の地盤反力係数

Ⅳ編

Ⅳ編

式

※) 直径0.3mの剛体円板による平板載荷試験の値に相当する地盤反力係数

Ⅳ編

式

Ⅳ編

Ⅳ編

式

※) コンタクトグラウトを施す場合

基礎前面の水平方向
地盤反力係数

～

～

～

～

～

λ

基礎底面の水平方向
せん断地盤反力係数

基礎底面の鉛直方向
地盤反力係数

基礎換算載荷幅

地盤変形係数

地盤反力係数※

基礎換算載荷幅

単位
作用の組合せに地震の
影響を含まない場合

作用の組合せに地震の
影響を含む場合

作用の組合せに地震の
影響を含む場合

作用の組合せに地震の
影響を含む場合

単位

単位

作用の組合せに地震の
影響を含まない場合

λ
基礎の施工方法の

影響を考慮する係数

～

α

基礎の施工方法の
影響を考慮する係数

作用の組合せに地震の
影響を含まない場合

表 基礎底面の鉛直方向地盤反力係数

表 基礎底面の水平方向せん断地盤反力係数

表 基礎前面の水平方向地盤反力係数

ケーソン基礎の地盤反力係数を道示Ⅳ編 の規定に従い算出した。算出

結果を表 ～ 表 に示す。

※
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計　算　例 備　考

Ⅳ編

式

Ⅳ編

式

Ⅳ編

式

～

～

～

～

～

～

基礎側面の水平方向
せん断地盤反力係数

基礎側面の鉛直方向
せん断地盤反力係数

基礎前背面の鉛直方向
せん断地盤反力係数

単位
作用の組合せに地震の
影響を含まない場合

単位
作用の組合せに地震の
影響を含まない場合

作用の組合せに地震の
影響を含む場合

単位
作用の組合せに地震の
影響を含まない場合

作用の組合せに地震の
影響を含む場合

～

～

～

～

～

～

～

～

～

作用の組合せに地震の
影響を含む場合

～

～

～

表 基礎前背面の鉛直方向せん断地盤反力係数

表 基礎側面の鉛直方向せん断地盤反力係数

表 基礎側面の水平方向せん断地盤反力係数
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計　算　例 備　考

(2) 基礎前面の水平地盤反力度の上限値

Ⅳ編

Ⅰ編

式

Ⅳ編

解

Ⅳ編

Ⅰ編

式

Ⅳ編

解

Ⅳ編

式

Ⅳ編

式

単位

砂礫土

標高

α

砂質土

砂礫土

粘性土

砂質土

砂礫土

砂質土

砂礫土

砂質土

砂礫土

標高 γ

砂礫土

粘性土

γ・

砂礫土

砂質土

砂礫土

砂質土

粘性土

砂礫土

標高 φ δ

作用の組合せに地震の
影響を含まない場合

作用の組合せに地震の
影響を含む場合

γ

γ・φ δ

α

表 基礎前面地盤の受働土圧強度

（作用の組合せに地震の影響を含まない場合）

表 基礎前面地盤の受働土圧強度

（作用の組合せに地震の影響を含む場合）

表 基礎前面の水平地盤反力度の上限値

基礎前面の水平地盤反力度の上限値を道示Ⅳ編 の規定に従い算出し た。

算出結果を表 ～表 に示す。
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計　算　例 備　考

(3) 周面の鉛直方向せん断地盤反力度及び側面水平方向せん断地盤反力度の上限値

Ⅳ編

式

層

層

層

層

層

層

標高
土質

γ

砂質土

粘性土

砂質土

砂礫土

砂礫土

砂礫土

γ・
φ

表 周面の鉛直方向せん断地盤反力度

及び側面水平方向せん断地盤反力度の上限値

周面の鉛直方向せん断地盤反力度及び側面水平方向せん断地盤反力度の上

限値を道示Ⅳ編 の規定に従い算出した。算出結果を表 に示す。

【補足】

ケーソン基礎沈設後，基礎周面にセメントモルタル等によるコンタクトグラ

ウトによって地中連続壁基礎と同程度の最大周面摩擦力度が期待できることが

試験等により確認され，さらにその施工管理方法が確立されている場合には，

基礎周面のせん断地盤抵抗に関する上限値として の地中連続壁基礎の

値を用いてよいと記載されているが，ここでは，確認されていない場合を想定

し，式 の値とする。

日本圧気技術協会（JAPAN PNEUMATIC TECHNOLOGY ASSOCIATION）

− 13 −



計　算　例 備　考

(4) 地盤反力係数及び地盤反力度上限値一覧

　地盤反力係数及び地盤反力度上限値一覧を図 に示す。

【作用の組合せに地震の影響を含まない場合】

【作用の組合せに地震の影響を含む場合】

図 地盤反力係数及び地盤反力度上限値一覧

Ｍ

ＮＨ

設計上の地盤面

4
7
0
0

1
00
0
2
2
0
0

6
6
0
0

5
7
0
0

2
80
0

反力度の上限値

P  (kN/m )hu
2

地盤反力度の上限値

P  (kN/m )Fu
2

地盤反力度の上限値
前面水平地盤 側面水平せん断 周面鉛直せん断

P  (kN/m )zu
2

kH1

kH2

kH3

kH4

kH5

kH6

kSVB1

kSVB2

kSVB3

kSVB4

kSVB5

kSVB6

kSVB1

kSVB2

kSVB3

kSVB4

kSVB5

kSVB6

kSVD1

kSVD2

kSVD3

kSVD4

kSVD5

kSVD6

kSHD1

kSHD2

kSHD3

kSHD4

kSHD5

kSHD6

kS

kV

地盤反力係数
(kN/m )3

※

※ 地盤反力係数の記号は，道示Ⅳ編 11.6.2を参照。

Ｍ

ＮＨ

設計上の地盤面

47
0
0

1
0
00

2
20
0

6
60
0

5
7
0
0

2
80
0

反力度の上限値

P  (kN/m )hu
2

地盤反力度の上限値

P  (kN/m )Fu
2

地盤反力度の上限値
前面水平地盤 側面水平せん断 周面鉛直せん断

P  (kN/m )zu
2

kSVB1

kSVB2

kSVB3

kSVB4

kSVB5

kSVB6

kSVB1

kSVB2

kSVB3

kSVB4

kSVB5

kSVB6

kSVD1

kSVD2

kSVD3

kSVD4

kSVD5

kSVD6

kSHD1

kSHD2

kSHD3

kSHD4

kSHD5

kSHD6

kS

kV

地盤反力係数
(kN/m )3

※

※ 地盤反力係数の記号は，道示Ⅳ編 11.6.2を参照。

kH1

kH2

kH3

kH4

kH5

kH6
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計　算　例 備　考

(5) 基礎の変位の制限値

Ⅳ編

表

Ⅳ編

(6) 永続作用支配状況及び変動作用支配状況における基礎底面地盤の鉛直

　　支持力度の制限値

Ⅳ編

式

Ⅳ編

式

γ

γ

基礎底面より上にある周辺地盤の
単位体積重量

基礎底面より下にある地盤の単位
体積重量

地盤の種類の違いを考慮する係数

基礎底面より下にある地盤の粘着力

基礎幅

基礎の有効根入れ深さ

極限鉛直支持力度の特性値

降伏鉛直支持力度の特性値

調査・解析係数

抵抗係数

基礎底面の形状係数

支持力係数

鉛直支持力度の制限値

×設計上の地盤面位置
における水平変位

の制限値 ≦ ≦

ξ

Φ

基礎底面の鉛直地盤
反力度の制限値

ζ

ξ Φ

永続作用支配状況
変動作用支配状況

砂礫

γ

永続作用支配状況

α

β

永続作用支配状況

表 基礎の変位を抑制するための基礎

底面の鉛直地盤反力度の制限値

表 基礎底面地盤の鉛直支持力度の制限値

表 設計上の地盤面位置における水平変位の制限値

基礎の変位を抑制するための基礎底面の鉛直地盤反力度の制限値を表

に示す。設計上の地盤面位置における水平変位の制限値を表 に示

す。

永続作用支配状況及び変動作用支配状況における基礎底面の鉛直地盤反力

度の制限値を道示Ⅳ編 の規定に従い算出した。算出結果を表 に示

す。
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計　算　例 備　考

(7) 永続作用支配状況及び変動作用支配状況におけるケーソン基礎の水平

　　変位の制限値

Ⅳ編

式

基礎の載荷方向幅

基礎の降伏水平変位の特性値

基礎の水平変位の制限値

調査・解析係数

抵抗係数 Φ

B

≦ ≦

d y
×

永続作用支配状況
変動作用支配状況

ξ

ξ φ

表 基礎の水平変位の制限値

永続作用支配状況及び変動作用支配状況におけるケーソン基礎の水平変位

の制限値を道示Ⅳ編 の規定に従い算出した。算出結果を表 に示す。
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２． 安定に関する照査
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　2. 安定に関する照査

　2.1 ケーソン基礎の安定に関する照査項目

≦ ≦

Ⅳ編

　　　　　　　　　　 向幅の

　ただし， ≦ ≦

　 橋台基礎の場合 ＝

……Ⅳ編 ……Ⅳ編

≦ ξ ・Φ ・ ≦

・ 　 橋脚基礎の場合 ＝ξ Φ

α ξ ＋ βγ γ 　ただし， ≦ ≦

＋γ 　 橋台基礎の場合 ＝基礎幅の

　ただし， ≦ ≦

……Ⅳ編 ……Ⅳ編

限界状態１を超えないことで担保 限界状態１を超えないことで担保

……Ⅳ編 ……Ⅳ編

　2.2 基礎の変位による安定の照査

判定

永続作用
支配状況
及び変動
作用支配
状況にお
ける安定
に関する
耐荷性能
の照査

水平変位底面鉛直地盤反力度

永続作用支配状況

判定

作用力等
照査

永続作用支配状況にお
ける変位による安定の
照査

限界状態１

限界状態３

--- ---

設計上の地盤面位置における水平変
位の制限値の照査

基礎底面の鉛直地盤反力度の制限値
の照査

基礎底面地盤の鉛直支持力度の制限
値の照査

設計上の地盤面位置における水平変
位の制限値の照査

水平荷重鉛直荷重

　 橋脚基礎の場合 ＝基礎の載荷方

計　算　例 備　考

制限値制限値

①

照査項目

作用の組合せ

表 ケーソン基礎の主な安定に関する照査項目

表 基礎の変位による安定の照査結果

表 に，ケーソン基礎の主な安定に関する照査項目を示す。ケーソン基

礎の安定の設計では，鉛直荷重と水平荷重に対して，それぞれ基礎の変位の制

限の照査及び安定の耐荷性能の照査を行う。

表 に示した設計荷重を用いて，安定計算より基礎の変位の制限に対す

る安定照査を行った。安定照査結果は表 に示すとおりであり，基礎底面

の最大鉛直地盤反力度及び設計上の地盤面位置における水平変位について，制

限値を超えいないので，基礎の変位の制限に対する照査を満足する。
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計　算　例 備　考

　2.3 基礎の安定に関する耐荷性能の照査

Ⅳ編

Ⅳ編

①

②

制限値

水平変位

判定判定

⑤

③

⑨

⑩

制限値

鉛直支持力度

永続作用支配状況
変動作用支配状況照査項目

作用の組合せ

表 限界状態１に対する安定の照査結果

表 に示した設計荷重を用いて，安定計算より限界状態１に対する安

定照査を行った。安定照査結果は表 に示すとおりであり，基礎底面の鉛

直地盤反力度及び設計上の地盤面位置における水平変位について，限界状態１

に対する安定照査に用いる制限値を超えないことから，限界状態１に対する安

定照査を満足する。限界状態１に対する安定照査を満足することから，道示Ⅳ

編 及び の規定により，限界状態３に対する安定照査も満足する。
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３． 部材等の強度に関する照査
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計　算　例 備　考

　3. 部材等の強度に関する照査

　3.1 耐久性能及び耐荷性能の照査項目

図 ケーソン基礎部材の設計計算の流れ

耐久性能及び永続作用支配状況，変動作用支配状況における耐荷性能に関

するケーソン基礎各部（水中にある部材）の設計計算の流れを図 に示す。

ま た，部材の主な耐久性能の照査項目を表 に，主な耐荷性能の照査項目

を表 に示す。

作用の特性値の算出

耐久性確保の方法の決定

部材の耐久設計期間の設定

耐久性能に関する照査

START

せん断力に対するの照査

設計せん断力Sd

【限界状態１】
限界状態３の照査で担保
【限界状態３】

設計せん断力Sd

曲げﾓｰﾒﾝﾄに対する照査

設計曲げモーメントMd

【限界状態１】
設計曲げモーメントMd

【限界状態３】

  ≦斜引張破壊に対する

  　せん断力の制限値Sucd 

    モーメントの制限値Mud  

  ≦部材降伏に対する曲げ

疲労に対する照査

ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮応力度σc
【ｺﾝｸﾘｰﾄの応力度の照査】
（1.00(D+L+PS+CR+SH+E+HP+U)）

鉄筋の引張応力度σs
【鉄筋応力度の照査】

  ≦ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮応力度の制限値

  ≦鉄筋の引張応力度の制限値

    モーメントの制限値Myd 

  ≦部材破壊に対する曲げ

  　せん断力の制限値Susd 

  ≦ｳｪﾌﾞｺﾝｸﾘｰﾄ圧壊に対する

構
造
諸
元
の
変
更

END

その他性能の照査

個別の検討(最小鉄筋量など)

検討の必要性の確認

設計条件の設定

・配置する鉄筋量の設定

・使用材料の設定
・構造寸法の設定

構造諸元の決定

・部材寸法の設定

作用の特性値の算出

設計状況の設定
作用の組合せ(①～⑪)

内部鋼材の腐食に対する照査
・かぶりの照査

腐食に対する照査

疲労に対する照査

耐
荷
性
能
に
関
す
る
照
査

構
造
諸
元
の
変
更

せん断力に対する照査
平均せん断応力度τm

   行わない

前提条件の検討

  ≦ｺﾝｸﾘｰﾄのせん断
  　応力度の制限値
※ 作用の組合せ⑪に対して

耐荷性能の照査
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計　算　例 備　考

・かぶりによる内部鋼材の防食

　　かぶり≧道示Ⅳ編 の最小かぶり

…道示Ⅳ編

・ 鉄筋の引張応力度の照査

　　鉄筋の引張応力度σ ≦鉄筋の引張応力度の制限値

…道示Ⅳ編

・コンクリートの圧縮応力度の照査

　　コンクリートの圧縮応力度σ ≦コンクリートの圧縮応力度の制限値

…道示Ⅳ編

照査項目

内部鋼材の腐食

耐久性確保の方法

疲労

表 ケーソン基礎部材の耐久性能の照査に関する主な照査項目

表 ケーソン基礎部材の耐荷性能の照査項目

永続作用や

変動作用が

支配的な状況

偶発作用が

支配的な状況

構造安全面からの橋の状態主として機能面からの橋の状態状態

状況

部材等としての荷重を支

持する能力が確保されて

いる限界状態

部材の限界状態１

・曲げモーメント

≦ ＝ξ1Φ

…道示Ⅲ編

・せん断力

同右

…道示Ⅲ編

これを超えると部材等としての荷

重を支持する能力が完全に失われ

る限界の状態 部材の限界状態３

部材等として荷重を支持する

能力は低下しているもののあ

らかじめ想定する能力の範囲

にある状態 部材の限界状態２

・曲げモーメント

≦ ＝ξ1ξ Φ

…道示Ⅲ編

・せん断力

【耐荷性能の前提】

τ ≦ｺﾝｸﾘｰﾄのせん断応力度の

制限値

…道示Ⅳ編

【斜引張破壊】

≦ ＝ξ1ξ2(Φ Φ

…Ⅲ編 Ⅲ編

【コンクリートの圧壊】

≦ ＝ξ1ξ2Φ

…Ⅲ編 Ⅲ編

・曲げモーメント

≦ ＝ξ1ξ Φ

…道示Ⅲ編

・せん断力

【斜引張破壊】

≦ ＝ξ1ξ2(Φ Φ

…Ⅲ編 Ⅲ編

【コンクリートの圧壊】

≦ ＝ξ1ξ2Φ

…Ⅲ編 Ⅲ編

・曲げモーメント

≦ ＝ξ1Φ

…道示Ⅲ編

・せん断力

同右

…道示Ⅲ編
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　3.2 側壁水平方向の照査

Ⅳ編

　1) 耐久性能の照査

　ⅰ) 耐久性能の照査に用いる設計断面力

Ⅲ編

静止土圧

静水圧

　・ 静止土圧

　静止土圧は下式より算出し，結果を表 に示す。

＝ ・｛Σ γ ・ ＋ ｝・γ ・γ

ここに、

静止土圧

静止土圧係数＝
γ 番目の地層の土の単位重量

番目の地層の層厚

上載荷重＝
γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

計　算　例 備　考

Po+Pw

Po
+P

w Po+
Pw

Po+Pw

仮想支点 仮想支点

図 仮想支点

側壁水平方向断面力の計算は，図 に示すように，支点を設けたラーメ

ンとみなし，道示Ⅳ編 の規定に準じて計算を行う。

鉄筋コンクリート部材の疲労に対する耐久性確保のための照査に用いる作用

の組合せは，道示Ⅲ編 に規定される によ

り算出する。

図 に示すように，静止土圧及び静水圧のみを対象とし， 方向より側

壁に対して直角に作用するものとする。静止土圧の計算に用いる土圧係数は，

砂質土，粘性土の区別なく とする。また，その土圧強度の分布としては，

深さ まで三角形分布とし，それより深い箇所では における値のまま一

定とする。

図 耐久性能の照査の荷重状態
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計　算　例 備　考

　・ 静水圧

　静水圧は下式より算出し，結果を表 に示す。

＝ － ・γ ・γ

ここに、

静水圧
γ 水の単位重量＝

γ 中詰め材の単位重量＝

中詰め材の係数＝

外静水圧 　　 ＝γ ・

内静水圧 　　 ＝ ・γ・
γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

層

層

層

内水位

外水位

　　

標高 γ γ・

層

標高

層

照査位置

層

層

表 静止土圧

表 静水圧
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計　算　例 備　考

　・ 耐久性能の照査に用いる設計断面力

　ⅱ) 内部鋼材の腐食に対する耐久性能の照査

Ⅳ編

Ⅳ編

　ⅲ) 疲労に対する耐久性能の照査

Ⅳ編

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅲ編表

Ⅳ編表

制限値コンクリートの
圧縮応力度

の照査

σ

軸方向
引張鉄筋量

・

断面寸法

Smax

・

外側引張

Mmax

・

外側引張 内側引張

曲げモーメント

内側引張

鉄筋の
引張応力度

の照査

σ

判定
σ ≦制限値

判定
σ ≦制限値

制限値

表 曲げモーメントによる照査結果

表 耐久性能の照査に用いる設計断面力

作用

設計断面力

設計断面力

作用

表 耐久性能の照査に用いる設計断面力

表 ，表 に，設計断面における設計断面力を示す。

側壁の鉄筋のかぶりは，道示Ⅳ編 の規定を満足する。よって，内部鋼材

腐食に対する耐久性能の照査を満足する。

【補足】

かぶりの設計は道示Ⅳ編 （耐荷性能），道示Ⅳ編 （耐久性能）に規

定される最小かぶりに施工誤差等を考慮して設定することとなる。施工条件，

施工誤差等によるかぶりの増厚分の値は，実施工事例などを調査し設定するこ

ととなる。

表 ～ 表 に示した設計断面力を用いて疲労に対する耐久性能の照

査を行った。

照査結果は表 ～表 に示すとおりであり，曲げモーメント，軸方

向力とせん断力により発生する鉄筋及びコンクリートの応力度は，いずれも道

示Ⅳ編 及びⅢ編 に規定される鉄筋及びコンクリートの応力度の制限値

を超えない。よって，疲労に対する耐久性能の照査を満足する。

なお，コンクリートが負担できるせん断力 の算出においては，道示Ⅲ編

解説より，軸方向力の効果を考慮した。
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計　算　例 備　考

Ⅲ編

表

表

Ⅳ編表

Ⅲ編

τ 式

解

Ⅲ編

Ⅲ編表

Ⅲ編表

解

式

Ⅲ編

式

Ⅳ編表

Φuc

Φ ・τ κ

せん断力

断面寸法

τ

κ

表 せん断力に対する耐久性能の照査

コンクリートが負
担できる平均せん

断応力度

コンクリートが負
担できるせん断力

τ・ ・

せん断補強鉄筋が
負担できるせん断力

せん断補強鉄筋の
断面積及び間隔

τr

軸方向
引張鉄筋量

曲げモーメント ・

軸力

判定

σ

制限値

・

・ κ

τ

σ ≦制限値

せん断補強鉄筋
に生じる応力度

の照査
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計　算　例 備　考

　2) 耐荷性能の照査

　ⅰ) 耐荷性能の照査に用いる設計断面力

Ⅳ編

前面地盤の最大水平

　 地盤反力度

静止土圧

静水圧

P'+Pw

P
o+

Pw

Pw

Po
+P

w

水平荷重の
作用方向

本計算例では，完成後変動作用支配状況で水平荷重が作用する場合の結果を

算出する。水平地盤反力度を１方向から投影荷重として作用させ，図 に

示すように，静止土圧及び静水圧を考える。

静止土圧の計算に用いる土圧係数は，砂質土，粘性土の区別なく とする。

また，その土圧強度の分布としては，深さ まで三角形分布とし，それより

深い箇所では における値のまま一定とする。

基礎前面地盤の地盤反力度は，図 に示すように，鉛直方向に変化して

いるため，水平断面の設計に用いる前面地盤の最大水平地盤反力度としては，

鉛直方向への荷重の分配を考える。

前面地盤の水平地盤反力度，静止土圧，静水圧は，表 ～表 に

示す。

照査位置については，安定計算により得られた地盤反力度分布のうち側壁水

平方向断面の設計が最も厳しい位置とする。

【補足】

基礎前面地盤の水平地盤反力度は，一般には鉛直方向に変化しているため，

水平断面の設計に用いる前面地盤の最大水平地盤反力度としては，鉛直方向へ

の荷重の分配を考えて，低減係数αを用いて修正する。αは図 に示す値

とする。

図 前面水平地盤反力度の低減

図 完成後変動作用支配状況で水平

荷重が作用する場合荷重状態

（a）前面地盤の水平地盤反力度分布

s

P2'

P1'

P1

P2

1.0

0.8

0.6

0.4

α

0.2 0.4 0.6 0.8
面積比（Δ＝Ａ/Ａ0）
（b）低減率

α
＝
０
．
３
＋
0.7
A/A

0

（ⅰ）

s

s

（ⅱ）

D

s=0.8D

（ⅲ）

（c）荷重分配を考えるための有効幅

A0 ：（a）におけるs・P1の面積

A ：（a）における斜線部分の面積

s ：荷重分配を考えるための有効幅で（c）のようにとる。

　　すなわち

　　　（c）（ⅰ）では側壁と隔壁の間隔

　　　（c）（ⅱ）ではケーソン基礎幅

　　　（c）（ⅲ）では直径の0.8倍とし小判形はこれに準じる。
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計　算　例 備　考

　・ 前面地盤の水平地盤反力度

　前面地盤の水平地盤反力は下式より算出する。 Ⅳ編 解

P'＝(B e /B )・α・P

ここに、

P' : 断面計算に用いる前面地盤の水平地盤反力度(kN/m2)
B e : 基礎の有効換算前面幅(m)

B : 基礎の前面幅(m)

α : 鉛直方向への荷重配分の低減係数
α＝0.3＋0.7・(A/A o )

P : 安定計算により算出した前面地盤の最大地盤反力度(kN/m2)
A o : A o＝s・P

s : 荷重分配を考えるための有効幅(m)

⑨
⑩

⑨
⑩③

⑤

内水位

標高

層

標高

発生位置

α

③
⑤

照査位置

外水位

標高

層

γ γ・

層

層

表 断面計算に用いる前面地盤の水平地盤反力度

表 静水圧

表 静止土圧
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計　算　例 備　考

　ⅱ) 曲げモーメントによる照査

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅲ編 解説

Ⅲ編

式

表

Ⅲ編

式

表

Ⅳ編

Ⅳ編表 解

Ⅳ編表 解

Ⅳ編 解

Mmax

・

S max

・

⑩

内側引張

外側引張

内側引張

内側引張

外側引張

③
外側引張

⑨
外側引張

内側引張

⑤

⑩

⑨

③

⑤

作用

設計断面力

表 耐荷性能の照査に用いる設計断面力 時

設計断面力

作用

表 耐荷性能の照査に用いる設計断面力 時

表 ，表 に，設計断面における設計断面力を示す。

曲げモーメントによる耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に

対して行った。

曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果は表 に示すとおりであり，

曲げモーメントは限界状態１及び限界状態３に対する曲げモーメントの制限値

を超えないことから，限界状態１及び限界状態３に対する照査を満足する。

なお，降伏曲げモーメントの特性値 及び破壊抵抗曲げモーメントの特性

値 の算出においては，道示Ⅲ編 解説より，荷重係数を考慮した軸力

を用いて算出している。

最大抵抗曲げモーメント はコンクリートのひび割れ曲げモーメント 以

上となることから，曲げを受ける部材としての最小鉄筋量の規定を満足してい

る。また，軸方向力を受ける部材としての最小鉄筋量の規定も満足している。

軸方向鉄筋量（ 本）は部材の有効断面積の ≦ ，かつ軸方

向鉄筋量（ 本）は部材の全断面積の ≦ であるため，最大鉄

筋量の規定を満足する。
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計　算　例 備　考

表 曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果

曲げモーメント ・

限界状態１
に対する照査

軸方向
引張鉄筋量

外側引張 内側引張

・

判定

軸力

ξ

Φ

判定

・

ξ

曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

判定

限界状態３
に対する照査

Φ

≦ ≦

ξ

・

・

断面寸法

⑤

変動作用支配状況

内側引張

③

≦ ≦

外側引張

≦ ≧

≦ ≦

≦Σ

≦ ≦

≦ ≧

≦Σ

σ

≦ ≧ ≦ ≧

軸方向力を受け
る部材としての

最小鉄筋量
の照査

σ

Σ

判定
≦Σ ≦Σ

変動作用支配状況

内側引張 外側引張

・

Φ

判定

限界状態３
に対する照査

・

・

内側引張

⑨ ⑩

ξ

≦ ≦ ≦ ≦

ξ

・

ξ

判定
≦ ≦ ≦ ≦

Φ

・

判定
≦ ≧ ≦ ≧ ≦ ≧ ≦ ≧

曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

軸力

曲げモーメント

軸方向
引張鉄筋量

断面寸法

限界状態１
に対する照査

判定
≦Σ ≦Σ ≦Σ ≦Σ

σ

外側引張

軸方向力を受け
る部材としての

最小鉄筋量
の照査

σ

Σ
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計　算　例 備　考

　ⅱ) せん断力による照査

Ⅳ編

 解説

Ⅲ編

Ⅳ編

式

表

Ⅲ編

表

表

Ⅳ編表

Ⅲ編

τ

式

式解

式

表

式

式

表

式

表

式

表

表 せん断力による耐荷性能の照査結果

せん断力による耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対して

行った。

せん断力による耐荷性能の照査結果を表 に示す。永続作用支配状況

及び変動作用支配状況において，設計断面に生じる平均せん断応力度又はせん

断力は，限界状態３に対する平均せん断応力度の制限値，斜引張破壊に対する

せん断力の制限値及びコンクリートの圧壊に対するせん断力の制限値を超えな

いことから，限界状態３に対する照査を満足する。なお，コンクリートが負担

できるせん断力 の算出においては，道示Ⅳ編 解説より，軸方向力の影

響を考慮した。

以上のように，せん断力は永続作用支配状況及び変動作用支配状況において

限界状態３の制限値を超えない。ゆえに，道示Ⅲ編 の規定により限界

状態１に対する照査も満足する。

変動作用支配状況

軸力

軸方向
引張鉄筋量

τ

⑩

せん断補強鉄筋の
断面積及び間隔

κ

平均せん断
応力度

τ

制限値

判定

τ

斜引張破壊に
対するせん断力

の制限値

ξ

ξ

せん断補強鉄筋
が負担できる

せん断力

κ

σ

Φ

Φ

判定
≦

判定
≦

コンクリートの圧
壊に対するせん断

力の制限値

ξ

ξ Φ

圧壊に対するせん
断耐力の特性値

τ

③ ⑤

≦ ≦

τ

τ ・ ・

≦

≦

≦≦

コンクリートが負
担できる平均せん

断応力度

断面寸法

コンクリートが負
担できるせん断力

κ・τ ・ ・

・

・

⑨

せん断力

曲げモーメント ・
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　3.3 側壁鉛直方向の照査

Ⅳ編

　

備　考計　算　例

d=
5
48
9

5755

57
5
5

90°

φ=7000

120046001200 120033551200

図 設計断面の取り方

図 設計断面位置

側壁の鉛直方向は，耐荷性能を確保するために，表 に示したように永

続作用支配及び変動作用支配状況において部材の限界状態１及び限界状態３を

超えないことを照査する。

耐久性能については，水中にある部材として，表 に示したように鋼材

の腐食及び疲労に対する照査を実施する。

側壁の鉛直方向の計算は，設計地盤面に作用する荷重及び地盤反力により，

鉛直方向に生じる断面力に対して安全であるように検討を行う。

曲げに対しては，側壁区間の最大曲げモーメントが発生している位置で 図

参照 曲げモーメントＭと軸力Ｎを受ける円環断面とし，実形状・鉄筋位

置で部材降伏及び破壊曲げモーメントの制限値を算出し照査する。

せん断に対しては，側壁区間の最大せん断力が発せしている位置で 図

参照 ，照査断面は中空断面と見なして，照査を行う。 図 参照

【補足】

側壁厚，隔壁厚を変え

ずに等断面積となる中空

矩形断面に換算する。換

算した中空矩形断面の圧

縮縁から引張側 部分

の鉄筋の重心位置までの

距離を有効高 とする。

側　

壁

側　

壁

M

NH耐震設計上の地盤面 せん断力 曲げモーメント

照査位置 Mmax
照
査
範

囲

側
壁
区
間

荷
重
水

現況地盤面
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備　考計　算　例

　1) 耐久性能の照査

　ⅰ) 耐久性能の照査に用いる設計断面力

Ⅲ編

　ⅱ) 内部鋼材の腐食に対する耐久性能の照査

Ⅳ編

Ⅳ編

　　　　　

・
設計断面力

表 耐久性能の照査に用いる設計断面力

作用の組合せ

表 に，設計断面における設計断面力を示す。鉄筋コンクリート部材の

疲労に対する耐久性確保のための照査に用いる作用の組合せは，道示Ⅲ編

に規定される により算出する。

側壁の鉄筋のかぶりは，道示Ⅳ編 の規定を満足する。よって，内部鋼材

腐食に対する耐久性能の照査を満足する。

【補足】

かぶりの設計は道示Ⅳ編 （耐荷性能），道示Ⅳ編 （耐久性能）に規

定される最小かぶりに施工誤差等を考慮して設定することとなる。施工条件，

施工誤差等によるかぶりの増厚分の値は，実施工事例などを調査し設定するこ

ととなる。
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備　考計　算　例

　ⅲ) 疲労に対する耐久性能の照査

Ⅳ編

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅲ編表

Ⅳ編表

曲げモーメント ・

σ

断面寸法

軸力

制限値

表 曲げモーメントによる照査結果

　　　　　

鉄筋の
引張応力度

の照査

制限値

本

コンクリートの
圧縮応力度

の照査

σ

軸方向
引張鉄筋量

判定
σ ≦制限値

判定
σ ≦制限値

表 に示した設計断面力を用いて疲労に対する耐久性能の照査を行った。

照査結果は表 に示すとおりであり，曲げモーメント及び軸方向力によ

り発生する鉄筋及びコンクリートの応力度は，いずれも道示Ⅳ編 及びⅢ編

に規定される鉄筋及びコンクリートの応力度の制限値を超えない。よって，

疲労に対する耐久性能の照査を満足する。

耐久性能の照査を行う荷重組合せによって，せん断力は生じないため，耐久

性能の照査は満足する。
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備　考計　算　例

　2) 耐荷性能の照査

　ⅰ) 耐荷性能の照査に用いる設計断面力

⑩

⑨

⑤

③

②

①

・

⑤

③

②

①

永続作用支配状況

支
配
状
況

変
動
作
用

・

変動作用支配状況

永続作用支配状況

⑩

⑨

表 耐荷性能の照査に用いる設計断面力 時

表 耐荷性能の照査に用いる設計断面力 時

表 ，表 に，設計断面における設計断面力を示す。
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備　考計　算　例

　ⅱ) 曲げモーメントによる照査

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅲ編 解説

Ⅲ編

式

表

Ⅲ編

式

表

Ⅳ編

Ⅳ編表 解

Ⅳ編表 解

Ⅳ編 解

表 曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果

曲げモーメントによる耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対

して行った。

曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果は表 に示すとおりであり，

曲げモーメントは限界状態１及び限界状態３に対する曲げモーメントの制限値

を超えないことから，限界状態１及び限界状態３に対する照査を満足する。

なお，降伏曲げモーメントの特性値 及び破壊抵抗曲げモーメントの特性

値 の算出においては，道示Ⅲ編 解説より，荷重係数を考慮した軸力

を用いて算出している。

最大抵抗曲げモーメント はコンクリートのひび割れ曲げモーメント 以

上となることから，曲げを受ける部材としての最小鉄筋量の規定を満足してい

る。また，軸方向力を受ける部材としての最小鉄筋量の規定も満足している。

軸方向鉄筋量（ 本）は部材の全断面積有効断面積の ≦ であ

るため，最大鉄筋量の規定を満足する。

軸方向力を受け
る部材としての

最小鉄筋量
の照査

σ

軸力

≦Σ≦Σ

≦ ≧

≦

本

≦

⑩

≦ ≧

≦

本

≦

⑨

≦ ≧

≦

本

≦Σ

≦

⑤

≦ ≧

≦Σ

≦

≦Σ

③

本

≦

②

≦ ≧

≦

本

≦ ≦
判定

・

曲げモーメント ・

・

・

①

判定

限界状態３
に対する照査

Φ

限界状態１
に対する照査

断面寸法

軸方向
引張鉄筋量

判定
≦ ≧

ξ

Φ

ξ

・

ξ

本

≦

Σ

判定
≦Σ

σ

曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

永続作用支配状況 変動作用支配状況
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備　考計　算　例

　ⅲ) せん断力による照査

Ⅳ編 解説

Ⅲ編

Ⅳ編

式

表

Ⅲ編

表

表

Ⅳ編表

Ⅲ編

τ

式

式解

式

表

式

式

表

式

表

式

表

表 せん断力による耐荷性能の照査結果

せん断力による耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対して

行った。

せん断力による耐荷性能の照査結果を表 に示す。変動作用支配状況に

おいて，設計断面に生じる平均せん断応力度又はせん断力は，限界状態３に対

する平均せん断応力度の制限値，斜引張破壊に対するせん断力の制限値及びコ

ンクリートの圧壊に対するせん断力の制限値を超えないことから，限界状態３

に対する照査を満足する。なお，コンクリートが負担できるせん断力 の算出

においては，道示Ⅳ編 解説より，軸方向力の影響を考慮した。

以上のように，せん断力は永続作用支配状況及び変動作用支配状況において

限界状態３の制限値を超えない。ゆえに，道示Ⅲ編 の規定により限界

状態１に対する照査も満足する。

【補足】

本書では，せん断力が生じない作用の組合せに対する照査については記

載を省略する。

≦

・

本

τ

コンクリートが負
担できる平均せん

断応力度

曲げモーメント

変動作用支配状況

⑨

κ・τ ・ ・

・

軸力

平均せん断
応力度

τ

≦

≦

≦ ≦

⑤③

軸方向
引張鉄筋量

断面寸法

せん断力

⑩

判定

τ

制限値

せん断補強鉄筋の
断面積及び間隔

κ

・

コンクリートが負
担できるせん断力

τ

τ ・ ・

斜引張破壊に
対するせん断力

の制限値

ξ

ξ

せん断補強鉄筋
が負担できる

せん断力

κ

σ

Φ

Φ

≦
判定

≦

判定
≦

コンクリートの圧
壊に対するせん断

力の制限値

ξ

ξ Φ

圧壊に対するせん
断耐力の特性値

τ
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　3.4 頂版の照査

Ⅳ編

計　算　例 備　考

図 完成後の荷重

L1 L2 L1L2

直上土砂重量
ＷＳ

頂版自重
Ｗｆ

頂版支持部反力

σ3 σ4

σ1 σ2

橋
脚

橋脚躯体コンクリートが十分硬化して所定の強度を生じている状態に対して，

橋脚躯体と頂版を連続した一体構造と見なし，頂版を橋脚下端で支持された片

持ち梁として設計する。固定端は橋脚の外面とする。

図 に示すように，作用力として，頂版支持部の反力，頂版自重及び直

上の土砂重量 浮力考慮 を考える。

片持ち梁スパン は，＜ ・ 頂版厚 となるため，ディープビームとしての

照査が必要となる。
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計　算　例 備　考

　1) 耐久性能の照査

　ⅰ) 耐久性能の照査に用いる設計断面力

　・ 頂版下面に作用する荷重

　頂版下面に作用する荷重は下式より算出し，結果を表 に示す。

＝ ＋

＝

＝ ＋ ・

ここに、

頂版下面に作用する鉛直力

頂版下面に作用する水平力

頂版下面に作用するモーメント ・

頂版上面に作用する鉛直力

頂版上面に作用する水平力

頂版上面に作用するモーメント ・

頂版重量

＝ ・ ・γ ・γ ・γ

頂版平面積＝

頂版厚＝
γ 鉄筋コンクリートの単位重量＝
γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

上載土砂重量

　・ 頂版支持部反力度

　頂版支持部反力度は下式より算出し，結果を表 に示す。

ここに、
σ 頂版中心から の位置の頂版支持部の鉛直反力度

頂版支持部断面積＝

頂版支持部断面二次モーメント＝

頂版中心からの距離

σ

　　

L i (m)

作用の
組合せ

σ ＝ ・＋

・
γγ

・

　

表 頂版下面に作用する荷重

作用の組合せ

表 頂版支持部反力度
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計　算　例 備　考

　・ 頂版重量及び上載土砂重量

　頂版重量及び上載土砂重量は下式より算出する。
＝ ・γ ・γ ・γ

　＝

　＝
＝ ・γ ・γ ・γ

　＝

　＝

ここに、

頂版重量

上載土砂重量

上載土砂厚＝
γ 上載土砂湿潤重量＝
γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

＝ ・ σ ＋σ ・ ＋ ・ σ ＋σ ・ ・ － ・ ＋ ・

ここに、

頂版支持部幅＝
－ ＝

スパン長＝

　・ 設計断面における設計断面力

Ⅲ編

　ⅱ) 内部鋼材の腐食に対する耐久性能の照査

Ⅳ編

Ⅳ編

　　

鉛直反力度 曲げモーメント

σ σ ・

表 耐久性能の照査に用いる断面力

設計断面力

作用の組合せ

以上より，設計断面における設計断面力を算出する。表 に，設計断面

における設計断面力を示す。鉄筋コンクリート部材の疲労に対する耐久性確保

のための照査に用いる作用の組合せは，道示Ⅲ編 に規定される

により算出する。

頂版の鉄筋のかぶりは，道示Ⅳ編 の規定を満足する。よって，内部鋼材

腐食に対する耐久性能の照査を満足する。

【補足】

かぶりの設計は道示Ⅳ編 （耐荷性能），道示Ⅳ編 （耐久性能）に規

定される最小かぶりに施工誤差等を考慮して設定することとなる。施工条件，

施工誤差等によるかぶりの増厚分の値は，実施工事例などを調査し設定するこ

ととなる。
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計　算　例 備　考

　ⅲ) 疲労に対する耐久性能の照査

Ⅳ編

Ⅲ編

Ⅳ編

Ⅲ編

Ⅲ編表

Ⅳ編

Ⅳ編解

Ⅳ編表

鉄筋の
引張応力度

の照査
σ

下側引張

コンクリートの
圧縮応力度

の照査

段

判定

σ

σ ≦制限値

曲げモーメント ・

断面寸法

上側引張

σ

制限値

判定

表 曲げモーメントによる照査結果

制限値

軸方向
引張鉄筋量

σ ≦制限値

表 に示した設計断面力を用いて疲労に対する耐久性能の照査を行った。

照査結果は表 に示すとおりであり，曲げモーメントにより発生する鉄

筋及びコンクリートの応力度は，道示Ⅳ編 及びⅢ編 に規定される鉄筋

及びコンクリートの応力度の制限値を超えない。よって，疲労に対する耐久性

能の照査を満足する。

頂版支持部中心線の大半が 以内 は頂版厚 にあり，せん断破壊のおそれ

がないため，照査を行う必要はない。
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計　算　例 備　考

　2) 耐荷性能の照査

　ⅰ) 耐荷性能の照査に用いる設計断面力

表 頂版下面に作用する荷重

作用の
組合せ

⑩

⑩

⑨

⑤

③

②

①

②

作用の組合せ

Li (m)

・

⑤

⑨

①

σ

γγ
・

⑩

①

②

③

鉛直反力度 曲げモーメント

σ σ ・

③

⑨

⑤

設計断面力

作用

表 耐荷性能の照査に用いる断面力

表 頂版支持部反力度

耐久性能の照査と同様にして設計断面における設計断面力を算出する。頂版

下面作用する荷重，頂版支持部反力度及び設計断面における設計断面力は，表

～表 に示す。
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計　算　例 備　考

　ⅱ) 曲げモーメントに対する照査

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅲ編

式

表

Ⅲ編

式

表

Ⅳ編

Ⅳ編表 解

Ⅳ編表 解

Ⅳ編 解

Ⅳ編解

Ⅳ編解

表 曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果

曲げモーメントによる耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対

して行った。

曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果は表 及び表 に示すと

おりであり，曲げモーメントは限界状態１及び限界状態３に対する曲げモーメ

ントの制限値を超えないことから，限界状態１及び限界状態３に対する照査を

満足する。

最大抵抗曲げモーメント はコンクリートのひび割れ曲げモーメント 以

上となることから，曲げを受ける部材としての最小鉄筋量の規定を満足してい

る。

実配筋量 はディープビームとしての所要鉄筋量 以上となることから，

ディープビームとしての規定を満足している。

軸方向鉄筋量（ 本）は部材の有効断面積の ≦ ，かつ軸方

向鉄筋量（ 本＋ 本）は部材の全断面積の ≦ である

ため，最大鉄筋量の規定を満足する。

永続作用支配状況 変動作用支配状況

≧≧
判定

≧

ディープビーム
としての照査

≦

・

限界状態３
に対する照査

≦ ≧

・

判定

曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

・

σ

上側引張

②

ξ

≦ ≧

≦

段

断面寸法

軸方向
引張鉄筋量

段

限界状態１
に対する照査

Φ

ξ

Φ

ξ

≦
判定

・

・

曲げモーメント ・

上側引張

③

下側引張

≦

≦ ≧

≦

≦

段

・

判定

下側引張下側引張 上側引張

①

・
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計　算　例 備　考

　ⅲ) せん断力による照査

表 曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果
変動作用支配状況

ディープビーム
としての照査

σ

判定
≧≧ ≧

≦ ≧ ≦ ≧≦ ≧

≧

・

判定

判定
≦ ≧

下側引張

≧

限界状態３
に対する照査

・

ξ

軸方向
引張鉄筋量

段 段

≦ ≦

限界状態１
に対する照査

・

Φ

判定
≦ ≦ ≦

段

・

上側引張下側引張上側引張 下側引張

≦ ≦

≦ ≦

上側引張

⑤ ⑨ ⑩

断面寸法

曲げモーメント

ξ

・

Φ

≦

曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

・

・

≦ ≧

・

ξ

頂版支持部中心線の大半が 以内 は頂版厚 にあり，せん断破壊のおそれ

がないため，照査を行う必要はない。
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　3.5 作業室天井スラブの照査

Ⅳ編

備　考計　算　例

図 完成後照査の有無

2
3
00

7100

45
° 45°

側
壁

側
壁

作業室天井スラブ

刃
口

刃
口

45
° 45°

L
1

L
2

L
1/
2

L1
/2

ケーソン内沈下
スラブ自重Wc
作業室天井

d

用水荷重qu1

qmax

q min

基礎底面
鉛直地盤反力度

図 完成後荷重

作業室天井スラブは，側壁により周辺準固定された支持版と見なして照査を

行う。

図 に示すとおり，刃口内側の基部が作業室天井スラブ下面と交差する

点から引いた °の荷重伝達線がケーソン基礎底面位置で交差しないため，完

成後につての照査が必要となる。中埋めコンクリートが充填されているため，

作業室天井スラブの固定支持点の位置は，壁内面に接する位置とする。

図 に完成後作業室天井スラブの荷重を示す。支間範囲の地盤反力度を

等分布荷重に換算し，さらに立体分散を考え，作業室天井スラブの作用荷重と

する
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備　考計　算　例

　1) 耐久性能の照査

　ⅰ) 耐久性能の照査に用いる設計断面力

＝ ＋ －

ここに、

作業室天井スラブ作用荷重

ケーソン基礎下面に作用する揚圧力
＝ ・γ ・γ ・γ

＝ ＝

ケーソン基礎下面から外水位までの高さ＝

作業室内中埋めコンクリート自重
＝ ・γ ・γ ・γ

＝ ＝

作業室天井スラブ自重
＝ ・γ ・γ ・γ

＝ ＝

作業室天井スラブ厚＝

作業室高さ＝
γ 無筋コンクリートの単位重量＝

作業室高さの における 方向幅＝

作業室高さの における 方向幅＝

方向スパン長＝

方向スパン長＝

γ ケーソン基礎内中詰め材単位重量＝

ケーソン基礎内中詰め材重量
＝ ・γ・γ ・γ

＝ ＝

ケーソン基礎内中詰め材高さ＝

等分布換算荷重

最大鉛直地盤反力度

最小鉛直地盤反力度
有効載荷幅

位置より 又は 端部までの距離

γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

＝

＝ － ・
・

・
＋ ＋

－
－

・

橋軸方向
スパン

橋軸直角方向
スパン λ

橋軸方向
分配荷重

Wx (kN/m
2)

橋軸直角方向
分配荷重

Wy (kN/m
2)

　　

　　

表 作業室天井スラブに作用する荷重
作用荷重

作用の組合せ

表 分配荷重

作業室天井スラブに作用する荷重及び分配荷重は下式より算出し，結果を表

，表 に示す。

作用荷重

作用の組合せ
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備　考計　算　例

Ⅲ編

ここに、
M 1 : 端部の曲げモーメント(N・mm/m)
M 2 : 支間部の曲げモーメント(N・mm/m)

S : 端部からh/2離れた位置でのせん断力(N/m)

　ⅱ) 内部鋼材の腐食に対する耐久性能の照査

Ⅳ編

Ⅳ編

　　　　

曲げモーメント せん断力

・ ・

M 1＝ －
1

・ W・L 2

12

M 2＝
1

・ W・L 2

16

S＝
1

・ W・L － W ・
h

2 2

表 耐久性能の照査に用いる設計断面力

設計断面力

作用の組合せ

下式より，設計断面における設計断面力を算出する。表 に，設計断面

における設計断面力を示す。鉄筋コンクリート部材の疲労に対する耐久性確保

のための照査に用いる作用の組合せは，道示Ⅲ編 に規定される

により算出する。

作業室天井スラブの鉄筋のかぶりは，道示Ⅳ編 の規定を満足する。よっ

て，内部鋼材腐食に対する耐久性能の照査を満足する。

【補足】

かぶりの設計は道示Ⅳ編 （耐荷性能），道示Ⅳ編 （耐久性能）に規

定される最小かぶりに施工誤差等を考慮して設定することとなる。施工条件，

施工誤差等によるかぶりの増厚分の値は，実施工事例などを調査し設定するこ

ととなる。
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備　考計　算　例

　ⅲ) 疲労に対する耐久性能の照査

Ⅳ編

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅲ編表

Ⅳ編表

Ⅲ編

表

表

Ⅳ編表

Ⅲ編

τ 式

 式

Ⅲ編

Ⅲ編表

Ⅲ編表

 式

Ⅲ編

式

Ⅳ編表

κ

Φ ・τ κ

軸方向
引張鉄筋量

表 曲げモーメントによる耐久性能の照査結果

判定
σ ≦制限値

コンクリートが負
担できる平均せん

断応力度

τ

表 せん断力による耐久性能の照査結果

判定
σ ≦制限値 σ ≦制限値

鉄筋の
引張応力度

の照査

σ

制限値コンクリートの
圧縮応力度

の照査

σ

軸方向
引張鉄筋量

判定
σ ≦制限値 σ ≦制限値

下側引張

断面寸法

制限値

断面寸法

上側引張

制限値

曲げモーメント ・

せん断補強鉄筋
に生じる応力度

の照査

σ

コンクリートが負
担できるせん断力

Φ

せん断補強鉄筋が
負担できるせん断力

せん断補強鉄筋の
断面積及び間隔

τ

τ

せん断力

表 に示した設計断面力を用いて疲労に対する耐久性能の照査を行った。

照査結果は表 ～表 に示すとおりであり，曲げモーメント及びせ

ん断力により発生する鉄筋及びコンクリートの応力度は，いずれも道示Ⅳ編

及びⅢ編 に規定される鉄筋及びコンクリートの応力度の制限値を超え

ない。よって，疲労に対する耐久性能の照査を満足する。
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備　考計　算　例

　2) 耐荷性能の照査

　ⅰ) 耐荷性能の照査に用いる設計断面力

①

曲げモーメント せん断力

・ ・

⑨

②

⑩

③

⑤

⑤

⑨

②

③

①

⑩

①D

②D+L

③D+TH

⑤D+L+TH

⑨D+TH+EQ

⑩D+EQ

橋軸方向
スパン

橋軸直角方向
スパン λ

橋軸方向
分配荷重

Wx (kN/m
2)

橋軸直角方向
分配荷重

Wy (kN/m
2)

表 耐荷性能の照査に用いる設計断面力

設計断面力

作用の組合せ

表 作業室天井スラブに作用する荷重
作用荷重

作用の組合せ

表 分配荷重

分配荷重
作用

の組合せ

耐久性能の照査と同様にして設計断面における設計断面力を算出する。作業

室天井スラブに作用する荷重，分配荷重及び設計断面における設計断面力は，

表 ～表 に示す。
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備　考計　算　例

　ⅱ) 曲げモーメントによる照査

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅲ編

式

表

Ⅲ編

式

表

Ⅳ編

Ⅳ編表 解

Ⅳ編表 解

Ⅳ編 解

永続作用支配状況 変動作用支配状況

≧ ≧ ≧ ≧≧ ≧ ≧ ≧≧ ≧ ≧ ≧

≦ ≦

≦ ≦

判定

≦ ≦ ≦

②

判定

・

限界状態３
に対する照査

・

限界状態１
に対する照査

ξ

≦ ≦

Φ

①

・

ξ

曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

≦ ≦

・

ξ

判定

Φ

下側引張下側引張 上側引張

≦

曲げモーメント ・

軸方向
引張鉄筋量

断面寸法

下側引張 上側引張

③

上側引張

・

≦

変動作用支配状況

≦

≧ ≧ ≧ ≧ ≧ ≧ ≧ ≧

≦ ≦ ≦

曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

判定

・

判定

Φ

ξ

ξ

・

・

≦

ξ

下側引張 上側引張 下側引張 上側引張

⑤ ⑨ ⑩

曲げモーメント ・

軸方向
引張鉄筋量

限界状態１
に対する照査

Φ

限界状態３
に対する照査

≧ ≧ ≧ ≧

断面寸法

≦ ≦

判定
≦ ≦ ≦ ≦

下側引張 上側引張

曲げモーメントによる耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対

して行った。

曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果は表 に示すとおりであり，

曲げモーメントは限界状態１及び限界状態３に対する曲げモーメントの制限値

を超えないことから，限界状態１及び限界状態３に対する照査を満足する。

最大抵抗曲げモーメント はコンクリートのひび割れ曲げモーメント 以

下となるが，コンクリートのひび割れ曲げモーメント は部材に生じる曲げ

モーメントの 倍以上となることから，曲げを受ける部材としての最小鉄筋

量の規定を満足している。

軸方向鉄筋量（ 本）は部材の有効断面積の ≦ ，かつ軸方

向鉄筋量（ 本＋ 本）は部材の全断面積の ≦ である

ため，最大鉄筋量の規定を満足する。

表 曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果
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備　考計　算　例

　ⅱ) せん断力による照査

Ⅲ編

Ⅳ編

式

表

Ⅲ編

表

表

Ⅳ編表

Ⅲ編

τ

式

式

表

式

式

表

式

表

式

表

せん断力による耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対して

行った。

せん断力による耐荷性能の照査結果を表 に示す。永続作用支配状況

及び変動作用支配状況において，設計断面に生じる平均せん断応力度又はせん

断力は，限界状態３に対する平均せん断応力度の制限値，斜引張破壊に対する

せん断力の制限値及びコンクリートの圧壊に対するせん断力の制限値を超えな

いことから，限界状態３に対する照査を満足する。

以上のように，せん断力は永続作用支配状況及び変動作用支配状況において

限界状態３の制限値を超えない。ゆえに，道示Ⅲ編 の規定により限界

状態１に対する照査も満足する。

変動作用支配状況

⑤②

永続支配状況

① ③

≦≦ ≦

≦≦ ≦ ≦≦

⑨

判定

ξ

せん断補強鉄筋
が負担できる

せん断力

κ

σ

Φ

Φ

≦

コンクリートの圧
壊に対するせん断

力の制限値

ξ

ξ Φ

圧壊に対するせん
断耐力の特性値

τ

判定

斜引張破壊に
対するせん断力

の制限値

ξ

≦ ≦

せん断補強鉄筋の
断面積及び間隔

コンクリートが負
担できるせん断力

κ

τ

τ ・ ・

≦

コンクリートが負
担できる平均せん

断応力度

τ

τ

平均せん断
応力度

τ

制限値

判定

軸方向
引張鉄筋量

断面寸法

せん断力

⑩

表 せん断力による耐荷性能の照査結果
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４． 偶発作用支配状況
（レベル２地震動を考慮する設計状況）における設計
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　4. 偶発作用支配状況（レベル２地震動を考慮する設計状況）における設計

　4.1 基礎の降伏の照査

　1) 基礎の安定に関する耐荷性能の照査に用いる設計荷重

Ｖ＝ ＋ ＋ ＝ （ ）
γ 　γ 脚

Ｈ＝ ＋ × × × ＝ （ ）
γ 　 γ

Ｍ＝ ＋ × × ×

　＝ （ ・ ）

計　算　例 備　考

γ 土 　γ 土γ 　 γ

γ 　γ γ 　γ

γ 　γ

本設計例では，レベル２地震動を考慮する設計状況（⑪ ）において

ケーソン基礎に塑性化を期待しないため，基礎は限界状態１及び限界状態３

を超えないことを照査する。

⑪ の設計荷重は，表 に示された設計水平震度 を用いて，図

に示したように荷重を作用させたときのケーソン基礎天端における設計

で考慮する荷重を算出する。

図 基礎の安定に関する耐荷性能の照査に用いる設計荷重

設計上の地盤面位置

h
p

h
u

橋脚重量
Wp

橋脚重量による水平力
Wp・khp

上部構造部分の重量

による水平力
Wu・khp

khp

上載土砂
Ws

上載土砂
Ws
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計　算　例 備　考

　2) ケーソン基礎本体の曲げモーメントＭ-曲率φ関係

Ⅳ編

Ⅳ編

 解説

Ⅴ編

ケーソン基礎本体の曲げモーメントＭ－曲率φ関係は，道示Ⅳ編

解説に示されるコンクリート及び鉄筋の応力度－ひずみ関係を用いて，図

のようにトリニア型にモデル化する。鉄筋の応力度－ひずみ曲線は図

，コンクリートの応力度－ひずみ曲線は図 を用いている。なお，塑

性化を期待するかしないかに関わらず，上記の曲げモーメント－曲率関係及び

応力－ひずみ関係を用いるものとする。

曲げモーメントＭ－曲率φ関係は，本来，基礎本体に作用する軸力により変

化するが，基礎に生じる塑性化があまり大きくない範囲を対象としているため，

ケーソン基礎の自重を考慮せずケーソン基礎天端に死荷重が作用したときの軸

力を使用し，深さ方向に変化しないものとした。

本設計計算例では，施工上の制約により，帯鉄筋を拘束する中間帯鉄筋の一

方のフックを直角フックにより定着するとしたことから，横拘束筋の有効長と

しては，道示Ｖ編 に規定される有効長の 倍の値（ ＝ × ＝

）を用いた。

基礎本体の降伏時とは，道示Ⅳ編 に規定される基礎本体が降伏に達し

た時とし，終局時とは基礎本体の圧縮縁においてコンクリートのひずみが終局

ひずみに達したときとする。

以上より算出したケーソン基礎本体のＭ－φ関係を表 及び図 に

示す。

図 曲げモーメントー曲率関係

図 鉄筋の応力度ーひずみ関係

図 コンクリートの応力度ーひずみ曲線

曲率φ(1/m)

0

Ｍu

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
Ｍ
(
kN
・
m)

Ｍy

Ｍc

φc φy φu

U：終局時

Y：降伏時

C：ひび割れ発生時Ｃ

Ｙ

Ｕ

ひずみ
εy

ε
0

σy

応
力
度
（
N
/
m
m
 
）

σ

2

ひずみ
εcc

ε
0

0.8σcc

応
力
度
（
N
/
m
m 
）

σ

2

σcc

εcu

σ =Eε 1-c c c{ n
1
〔εcc

εc 〕} 
n-1

σ =σ -E des(ε-ε )c cc c cc
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計　算　例 備　考

Ⅴ編

式

式

式

Ⅳ編

式 解

Ⅴ編式

降伏時 終局時

曲げモーメント

曲率 φ

Ｍ ・

ひび割れ時

軸力

側壁拘束筋

本 ＝軸方向鉄筋

ρ －

ρ ・σ

σ
＝

－定数

σ ＝σ ＋ α・ρ ・σ

ε ＝ ＋ β・ρ ・σ σ

ε ＝ε ＋ σ

＝ ・ε ・ε －σ

下降勾配

－εコンクリートの
終局ひずみ

－ε
コンクリートが最
大圧縮応力度に達
するときのひずみ

σコンクリートの
最大圧縮応力度

表 基礎本体の曲げモーメントＭー曲率φ関係

曲率φ(1/m)

0曲
げ

モ
ー

メ
ン

ト
Ｍ

(k
N・

m)

U：終局時

Y：降伏時

C：ひび割れ発生時

Ｃ

Ｙ

Ｕ

0.001 0.002 0.003

100000

200000

300000

400000

図 基礎本体の曲げモーメントＭー曲率φ関係

φ=7000

120046001200

内

=21049( 外側
)

3.051
@04

1 =15394(
側

0.011
@04

1 )

側壁鉛直方向鉄筋
D38-140本

側壁鉛直方向鉄筋
D38-140本

側壁水平方向鉄筋
D29@150

側壁水平方向鉄筋
D29@150

側壁拘束筋
D16@150

φ
=
7
0
0
0

150
1
2
0
0

4
6
0
0

1
2
0
0

150

図 側壁部断面
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計　算　例 備　考

　3) 基礎の降伏の照査

Ⅳ編

レベル２-タイプⅡ

⑪

レベル２-タイプⅠ

λ ≦

λ ≦

基礎前面
地盤の塑性化

基礎底面
の浮上り

判定
λ ≦

λ

λ

判定
λ ≦

基礎本体
の塑性化

・

・

判定
≦ ≦

照査項目
作用の組合せ

表 基礎の降伏の目安

レベル２地震動に対するケーソン基礎の降伏の照査結果を表 に示す。

表 に示すように，基礎側壁部に生じる最大曲げモーメントは，基礎本

体の降伏曲げモーメント以下であり，基礎前面地盤の塑性領域率も に達し

ていない。また，基礎底面の浮上り面積率も に達していないことから，基

礎の設計で考慮する荷重に対して本ケーソン基礎は降伏に達していないと判断

される。

基礎の応答変位が降伏変位の制限値の目安以下となっている。このため，レ

ベル２地震動を考慮する設計状況において，限界状態１に対する照査を満足す

る。ゆえに，道示Ⅳ編 の規定により，限界状態３に対する照査も満足

する。
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　4.2 側壁水平方向の照査

　1) 設計断面における断面力及び設計断面位置

Ⅳ編

計　算　例 備　考

Mmax

・

内側引張
⑪

⑪

外側引張

Smax

・

作用の組合せ

表 耐荷性能の照査に用いる設計断面力 時

設計断面力

設計断面力

作用の組合せ

表 耐荷性能の照査に用いる設計断面力 時

永続作用支配状況及び変動作用支配状況と同様にして，設計断面における設

計断面力を算出する。設計断面における設計断面力を表 ～ 表 に示

す。
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計　算　例 備　考

　2) 耐荷性能の照査

　ⅰ) 曲げモーメントによる照査

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅲ編

解説

Ⅳ編

Ⅳ編 式 解

Ⅲ編

式

表

Ⅲ編

式

表

Ⅳ編

表 曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果

曲げモーメントによる耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対

して行った。

曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果は表 に示すとおりであり，

曲げモーメントが限界状態１及び限界状態３に対する曲げモーメントの制限値

を超えないことから，限界状態１及び限界状態３に対する照査を満足する。

なお，降伏曲げモーメントの特性値 及び破壊抵抗曲げモーメントの特性

値 の算出においては，道示Ⅲ編 解説より，荷重係数を考慮した軸力

を用いて算出している。

最大抵抗曲げモーメント はコンクリートのひび割れ曲げモーメント 以

上となることから，曲げを受ける部材としての最小鉄筋量の規定を満足してい

る。また，軸方向力を受ける部材としての最小鉄筋量の規定も満足している。

軸方向鉄筋量（ 本）は部材の有効断面積の ≦ ，かつ軸方

向鉄筋量（ 本）は部材の全断面積の ≦ であるため，最大鉄

筋量の規定を満足する。

外側引張

軸力

・

Φ

・

ξ

軸方向
引張鉄筋量

断面寸法

≦ ≦

内側引張

⑪

曲げモーメント ・

限界状態３
に対する照査

・

限界状態１
に対する照査

ξ

Φ

判定

≦ ≦

・

曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

判定
≦ ≧ ≦ ≧

≦Σ ≦Σ

軸方向力を受け
る部材としての

最小鉄筋量
の照査

σ

σ

Σ

判定

判定

ξ
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計　算　例 備　考

　ⅱ) せん断力による照査

Ⅳ編

解説

Ⅲ編

Ⅲ編

表

表

Ⅳ編表

Ⅲ編

τ

式

式解

式

表

式

式

表

式

表

式

表

表 せん断力による耐荷性能の照査結果

τ

コンクリートが負
担できる平均せん

断応力度

τ

⑪

曲げモーメント ・

軸力

軸方向
引張鉄筋量

断面寸法

せん断補強鉄筋の
断面積及び間隔

κ

τ

τ ・ ・

・

せん断補強鉄筋
が負担できる

せん断力

κ

σ

ξ

ξ

圧壊に対するせん
断耐力の特性値

τ

判定
≦

斜引張破壊に
対するせん断力

の制限値

Φ

Φ

判定
≦

コンクリートの圧
壊に対するせん断

力の制限値

ξ

ξ Φ

κ・τ・ ・

・

コンクリートが負
担できるせん断力

せん断力

せん断力による耐荷性能の照査は，表 に示した作用の組合せに対して

行った。

せん断力による耐荷性能の照査結果を表 に示す。レベル２地震動を考

慮する設計状況において，設計断面に生じるせん断力が，限界状態３に対する

斜引張破壊に対するせん断力の制限値及びコンクリートの圧壊に対するせん断

力の制限値を超えないことから，限界状態３に対する照査を満足する。なお，

コンクリートが負担できるせん断力 の算出においては，道示Ⅳ編 解説

より，軸方向力の影響を考慮した。

以上のように，せん断力はレベル２地震動を考慮する設計状況において限界

状態３の制限値を超えない。ゆえに，道示Ⅲ編 の規定により限界状態

１に対する照査も満足する。
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　4.3 側壁鉛直方向の照査

　1) 設計断面における断面力及び設計断面位置

Ⅳ編

計　算　例 備　考

Smax

・

⑪D+EQ

設計断面力

作用の組合せ

表 耐荷性能の照査に用いる設計断面力 時

永続作用支配状況及び変動作用支配状況と同様にして，設計断面における設

計断面力を算出する。設計断面における設計断面力を表 に示す。

【補足】

ケーソン基礎本体の鉛直方向断面の曲げ剛性及び剛性低下を評価して計算を

行っているため，側壁鉛直方向断面の曲げモーメントに対する照査は省略でき

る。
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計　算　例 備　考

　2) 耐荷性能の照査

　ⅰ) せん断力による照査

Ⅳ編

解説

Ⅲ編

Ⅲ編

表

表

Ⅳ編表

Ⅲ編

τ

式

解

式

表

式

式

表

式

表

式

表

表 せん断力による耐荷性能の照査結果

せん断力による耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対して

行った。せん断力による耐荷性能の照査結果を表 に示す。レベル２地震

動を考慮する設計状況において，設計断面に生じるせん断力が，限界状態３に

対する斜引張破壊に対するせん断力の制限値及びコンクリートの圧壊に対する

せん断力の制限値を超えないことから，限界状態３に対する照査を満足する。

なお，コンクリートが負担できるせん断力 の算出においては，道示Ⅳ編

解説より，軸方向力の影響を考慮した。

以上のように，せん断力はレベル２地震動を考慮する設計状況において限界

状態３の制限値を超えない。ゆえに，道示Ⅲ編 の規定により限界状態

１に対する照査も満足する。

τ

⑪

せん断力

曲げモーメント ・

軸力

軸方向
引張鉄筋量

本

断面寸法

せん断補強鉄筋の
断面積及び間隔

κ

・

せん断補強鉄筋
が負担できる

せん断力

κ

σ

ξ

ξ

圧壊に対するせん
断耐力の特性値

τ

判定
≦

斜引張破壊に
対するせん断力

の制限値

Φ

Φ

判定
≦

コンクリートの圧
壊に対するせん断

力の制限値

ξ

ξ Φ

コンクリートが負
担できる平均せん

断応力度

コンクリートが負
担できるせん断力

κ・τ・ ・

・

τ

τ ・ ・

τ
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　4.4 頂版の照査

　1) 設計断面における断面力及び設計断面位置

備　考計　算　例

鉛直反力による

曲げモーメント

水平反力による

曲げモーメント

自重による

曲げモーメント

図 照査断面位置

図 頂版の作用荷重

永続作用支配状況及び変動作用支配状況と同様に，橋脚下端で支持された片

持ち梁として設計する。固定端は橋脚の外面とする。

レベル２地震動の荷重に対しては，図 に示すように，橋脚下端位置の

頂版の全断面有効幅として照査する。

図 に示すように，作用力として，照査断面より前面のすべての頂版支

持部反力，頂版自重，直上の土砂重量及び支持部の水平反力を考慮する。
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備　考計　算　例

　ⅰ 頂版下面に作用する荷重

＝ ＋

＝

＝ ＋ ・

ここに、

頂版下面に作用する鉛直力

頂版下面に作用する水平力

頂版下面に作用するモーメント ・

頂版上面に作用する鉛直力

頂版上面に作用する水平力

頂版上面に作用するモーメント ・

頂版重量

＝ ・ ・γ ・γ ・γ

頂版平面積＝

頂版厚＝
γ 鉄筋コンクリートの単位重量＝
γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

上載土砂重量

　表 に示すように，頂版下面に作用する荷重を示す。

　ⅱ 頂版支持部反力度

　下式より頂版支持部反力度を算出する。計算結果は表 に示す。

ここに、
σ 頂版中心から の位置の頂版支持部の鉛直反力度

頂版支持部断面積＝

頂版支持部断面二次モーメント＝

頂版中心からの距離

頂版支持部の水平反力度

ﾚﾍﾞﾙ２ タイプⅠ

σ

外端 内端 柱前面柱中心柱前面 内端 外端

＝ ＝ ＝ ・

作用の組合せ

・ ・

σ ＝ ＋ ・

ﾚﾍﾞﾙ２ タイプⅠ

作用の
組合せ

表 頂版下面に作用する荷重

γγ

表 頂版支持部反力度
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備　考計　算　例

　ⅲ) 頂版重量及び上載土砂重量

＝ ・γ ・γ ・γ

　＝

　＝
＝ ・γ ・γ ・γ

　＝

　＝

ここに、

頂版重量

上載土砂重量

上載土砂厚＝
γ 上載土砂湿潤重量＝
γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

　ⅳ 照査断面位置における曲げモーメント

頂版支持部鉛直反力による曲げモーメント

σ 側： ＝ ・

σ 側： ＝ ・

頂版支持部水平反力による曲げモーメント

＝ ・ ・

　＝

　＝

ここに、

頂版支持部水平反力度

脚柱下端外縁断面より外側の

頂版支持部面積 右図参照

上載土砂重量

頂版厚＝

頂版及び上載土砂重量による曲げモーメント

＝ ＋ ・ ・

　＝ ＋

　＝

ここに、

頂版支持部水平反力度

脚柱下端外縁断面より外側の

頂版面積 右図参照
脚柱下端外縁断面より の重

心位置までの距離 右図参照

頂版及び上載土砂重量による曲げモーメント

　以上より，設計断面における設計断面力を下式より算出する。

σ 側：　 ＝ － －

σ 側：　 ＝ ＋ －

70
00

4
6
00

12
00

1
2
00

7000

4600 12001200

曲げ耐力照査位置

A'＝6.4 m2

7
0
0
0

3
5
0
0

1
7
5
0

1
7
5
0

7000

3500 17501750

7
1
8

曲げ耐力照査位置

A'＝7.524m2
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備　考計　算　例

　ⅴ) 設計断面における設計断面力

　設計断面における設計断面力を図 に示す。

曲げモーメント

σ ・ σ ・

タイプⅠ地震動

表 設計断面における設計断面力

設計断面力

作用
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備　考計　算　例

　2) 耐荷性能の照査

　ⅰ) 曲げモーメントに対する照査

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅳ編

Ⅳ編 解

Ⅳ編

Ⅲ編

式

表

Ⅲ編

式

表

Ⅳ編

Ⅲ編

式解

　ⅱ せん断力による照査

判定
≦ ≧ ≦ ≧

曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

下側引張 上側引張

⑪ ＋

曲げモーメント ・

Φ

・

ξ

段

・

≦ ≦

限界状態３
に対する照査

・

限界状態１
に対する照査

ξ

Φ

釣合い鉄筋量

判定
≦

ξ

軸方向
引張鉄筋量

断面寸法

表 曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果

判定
≦ ≦

≦

・

判定

頂版支持部中心線の大半が 以内 は頂版厚 にあり，せん断破壊のおそれ

がないため，照査を行う必要はない。

曲げモーメントによる耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対

して行った。

曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果は表 に示すとおりであり，

曲げモーメントが限界状態１及び限界状態３に対する曲げモーメントの制限値

を超えないことから，限界状態１及び限界状態３に対する照査を満足する。

最大抵抗曲げモーメント はコンクリートのひび割れ曲げモーメント 以

上となることから，曲げを受ける部材としての最小鉄筋量の規定を満足してい

る。

軸方向鉄筋量（ 本）は部材の有効断面積の ≦ ，かつ軸方

向鉄筋量（ 本＋ 本）は部材の全断面積の ≦ である

ため，最大鉄筋量の規定を満足する。

また，道示Ⅳ編 に従い，引張鉄筋量が釣合い鉄筋量の 以下である

ことを確認した。
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　4.5 作業室天井スラブの照査

　1) 設計断面における断面力及び設計断面位置

　下式より，設計断面における設計断面力を算出し，計算結果を表- に示す。

ここに、
M 1 : 端部の曲げモーメント(N・mm/m)
M 2 : 支間部の曲げモーメント(N・mm/m)

S : 端部からh/2離れた位置でのせん断力(N/m)

⑪

計　算　例 備　考

曲げモーメント せん断力

・ ・

⑪

⑪

橋軸方向
スパン

橋軸直角方向
スパン λ

橋軸方向
分配荷重

橋軸直角方向
分配荷重

2
S＝ ・ W・L － W ・

h1

2

M 1＝ －
1

・ W・L 2

12

M 2＝
1

・ W・L 2

16

表 設計断面における設計断面力

設計断面力

作用

表 作業室天井スラブに作用する荷重
設計断面力

作用

表 分配荷重

永続作用支配状況及び変動作用支配状況と同様にして設計断面における設計

断面力を算出する。作業室天井スラブに作用する荷重及び分配荷重は，表

，表 に示す。
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計　算　例 備　考

　2) 耐荷性能の照査

　ⅰ) 曲げモーメントによる照査

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅳ編

Ⅳ編 解

Ⅲ編

式

表

Ⅲ編

式

表

Ⅳ編曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

判定
≧ ≧ ≧ ≧

判定
≦ ≦

・

ξ

限界状態３
に対する照査

・

限界状態１
に対する照査

ξ

Φ

判定
≦ ≦

・

Φ

・

ξ

軸方向
引張鉄筋量

断面寸法

曲げモーメント ・

下側引張 上側引張

⑪

表 曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果

曲げモーメントによる耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対

して行った。

曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果は表 に示すとおりであり，

曲げモーメントが限界状態１及び限界状態３に対する曲げモーメントの制限値

を超えないことから，限界状態１及び限界状態３に対する照査を満足する。

最大抵抗曲げモーメント はコンクリートのひび割れ曲げモーメント よ

り小さくなるが，部材に生じる曲げモーメントの 倍がコンクリートのひび

割れ曲げモーメント 以下の場合は，最小鉄筋量の規定によらなくてもよい。

軸方向鉄筋量（ 本）は部材の有効断面積の ≦ ，かつ軸方

向鉄筋量（ 本＋ 本）は部材の全断面積の ≦ である

ため，最大鉄筋量の規定を満足する。
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計　算　例 備　考

　ⅱ) せん断力による照査

Ⅲ編

Ⅲ編

表

表

Ⅳ編表

Ⅲ編

τ

式

式

表

式

式

表

式

表

式

表

コンクリートの圧
壊に対するせん断

力の制限値

ξ

ξ Φ

Φ

判定
≦

ξ

ξ

圧壊に対するせん
断耐力の特性値

τ

判定
≦

斜引張破壊に
対するせん断力

の制限値

Φ

せん断補強鉄筋
が負担できる

せん断力

κ

σ

せん断補強鉄筋の
断面積及び間隔

コンクリートが負
担できるせん断力

κ

τ

τ ・ ・

コンクリートが負
担できる平均せん

断応力度

τ

τ

軸方向
引張鉄筋量

断面寸法

せん断力

表 せん断力による耐荷性能の照査結果

⑪

せん断力による耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対して

行った。

せん断力による耐荷性能の照査結果を表 に示す。レベル２地震動を考

慮する設計状況において，設計断面に生じるせん断力が，限界状態３に対する

斜引張破壊に対するせん断力の制限値及びコンクリートの圧壊に対するせん断

力の制限値を超えないことから，限界状態３に対する照査を満足する。

以上のように，せん断力はレベル２地震動を考慮する設計状況において限界

状態３の制限値を超えない。ゆえに，道示Ⅲ編 の規定により限界状態

１に対する照査も満足する。
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５． 施工時の設計
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　5. 施工時の設計

　5.1 施工時の照査項目

Ⅳ編

Ⅳ編

　本計算例では，下記の部材について施工時の設計を行う。

　 側壁水平方向の照査 沈下作業中に偏心を生じた場合

　 作業室スラブ

　 刃口

　5.2 側壁水平方向の照査

　1) 設計断面における断面力及び設計断面位置

Ⅳ編

主働土圧

静水圧

計　算　例 備　考

Pa+Pw

P
a
+
P
w

Pa＋Pw

偏心方向

P
a
+
P
w

1/2・Pa

図 偏心が生じた場合の荷重状態

施工時の限界状態は，施工途中の各段階における材料強度，構造等の条件

及び完成形での限界状態を満足できることを考慮して，適切に設定しなければ

ならないとされている。

【補足】

施工時における道路橋の各部材等の状態を評価するにあたって考慮するべ

き荷重組合せや部分係数については，架橋地点の特性だけでなく，構造物の規

模，施工期間，施工方法等も含めた当該橋梁の施工条件に大きく依存するため，

施工時の荷重組合せは定められておらず，道示Ⅰ編3.3の解説にいくつかの例

と共に示されている。

また抵抗側については，変動作用支配状況における制限値に相当する照査が

下部構造では従来より一般的に行われているので，検討にあたってはこれらを

参考とする。

ケーソン基礎が沈下作業中に偏心を生じた状態を想定し，次のようの荷重

を考えて設計を行う。

① 主働静止土圧＋静水圧を４方向に作用させる。作用方向としては，側壁

に対して直角方向とする。

② 同時に主働土圧の を 方向に偏荷重として作用させる。作用方向として

は，偏心する方向とする。

偏心を生じた場合の荷重状態を図 に示す。

照査位置については，作用荷重が最大となる側壁下端位置とする。
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計　算　例 備　考

　ⅰ 主働土圧

＝ ・｛Σ γ ・ ＋ ｝・γ ・γ

ここに、

主働土圧強度 ，施工時地盤面から 以深では土圧

強度を一定とする。

主働土圧係数（≧ ）

γ 番目の地層の単位重量
番目の地層の層厚

施工時上載荷重＝
γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

　ⅱ) 静水圧

＝γ ・ － ・γ ・γ

　＝ －

　＝

ここに、

静水圧
γ 水の単位重量＝

照査位置から外水位までの高さ＝

照査位置から内水位までの高さ＝
γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

←側壁下端

層

層

層

層

層

標高 φ δ

層

層

層

層

＝

γ γ・

表 主働土圧

主働土圧は下式より算出する。なお，主働土圧は静止土圧を上回らないこと

を考慮して，主働土圧を算出する。計算結果を表 に示す。
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計　算　例 備　考

　ⅲ) 設計断面における設計断面力

　設計断面における設計断面力を表 ～ 表 に示す。

・

Mmax

外側引張

内側引張

偏心を生じた場合

Smax

・

表 設計断面における設計断面力 時

設計断面力

設計断面力

作用の組合せ

表 設計断面における設計断面力 時

作用の組合せ
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計　算　例 備　考

　2) 耐荷性能の照査

　ⅰ) 曲げモーメントによる照査

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅲ編 解説

Ⅳ編

Ⅳ編 解

Ⅲ編

式

表

Ⅲ編

式

表

Ⅳ編

Ⅳ編表 解

Ⅳ編表 解

≦

内側引張

≦ ≧
判定

・

Φ

ξ

限界状態１
に対する照査

表 曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果

外側引張

曲げモーメント

≦

偏心を生じた状態

・

≦

≦

・

・

軸方向
引張鉄筋量

判定

断面寸法

軸力

判定

≦ ≧

Σ

限界状態３
に対する照査

Φ

ξ

ξ

判定

曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

・

≦Σ ≦Σ

軸方向力を受け
る部材としての

最小鉄筋量
の照査

σ

σ

曲げモーメントによる耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対

して行った。

曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果は表 に示すとおりであり 曲

げモーメントは限界状態１及び限界状態３に対する曲げモーメントの制限値を

超えないことから，限界状態１及び限界状態３に対する照査を満足する。

なお，降伏曲げモーメントの特性値 及び破壊抵抗曲げモーメントの特性

値 の算出においては，道示Ⅲ編 解説より，荷重係数を考慮した軸力

を用いて算出している。

最大抵抗曲げモーメント はコンクリートのひび割れ曲げモーメント 以

上となることから 曲げを受ける部材としての最小鉄筋量の規定を満足してい

る。また軸方向力を受ける部材としての最小鉄筋量の規定も満足している。

軸方向鉄筋量（ 本）は部材の有効断面積の ≦ ，かつ軸方

向鉄筋量（ 本）は部材の全断面積の ≦ であるため，最大鉄

筋量の規定を満足する。
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計　算　例 備　考

　ⅱ) せん断力による照査

Ⅲ編

Ⅳ編

式

表

Ⅲ編

表

表

Ⅳ編表

Ⅲ編

τ

式

式解

式

表

式

式

表

式

表

式

表

表 せん断力による耐荷性能の照査結果

せん断力による耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対して

行った。

せん断力による耐荷性能の照査結果を表 に示す。沈下作業中に偏心を

生じた状態において，設計断面に生じる平均せん断応力度又はせん断力は，限

界状態３に対する平均せん断応力度の制限値，斜引張破壊に対するせん断力の

制限値及びコンクリートの圧壊に対するせん断力の制限値を超えないことから，

限界状態３に対する照査を満足する。なお，コンクリートが負担できるせん断

力 の算出においては，軸方向力の影響を考慮しした。

以上のように，せん断力は沈下作業中に偏心を生じた状態におて限界状態３

の制限値を超えない。ゆえに，道示Ⅲ編 の規定により限界状態１に対

する照査も満足する。

・

コンクリートが負
担できるせん断力

偏心を生じた状態

軸力

せん断力

・

断面寸法

曲げモーメント

せん断補強鉄筋
が負担できる

せん断力

軸方向
引張鉄筋量

τ

コンクリートが負
担できる平均せん

断応力度

判定
≦

Φ

ξ

コンクリートの圧
壊に対するせん断

力の制限値

ξ

ξ Φ

圧壊に対するせん
断耐力の特性値

τ

Φ斜引張破壊に
対するせん断力

の制限値

判定
≦

κ

せん断補強鉄筋の
断面積及び間隔

平均せん断
応力度

τ

制限値

κ

κ・τ ・ ・

判定

τ

σ

ξ

τ

τ ・ ・

・
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　5.3 作業室天井スラブの照査

　1) 設計断面における断面力及び設計断面位置

Ⅳ編

　ⅰ 沈下荷重水満載状態作用する荷重

　下式より，水替え状態作用する荷重を算出する。

＝ ＋ ・γ ・γ

＝ ＋ －

＝

ここに、

作用室天井スラブ作用荷重

沈下用水重量
＝ ・γ ＝

作業室天井スラブ上端からケーソン基礎内水位

までの高さ＝
γ 水の単位重量＝

作業室天井スラブ自重
＝ ・γ ＝

計　算　例 備　考

図 施工時荷重状態

沈下荷重水満載状態 水替え状態

側
壁

側
壁

最大作業気圧ｑu

側
壁

側
壁

沈下用荷重qu1

1/3・ｑu

作業室天井
スラブ自重Wc

70
00

46
00

12
0
0

1
20

0

5800

5
80

0

7000

4600 12001200

図 施工時照査モデル

施工時沈下荷重や作業気圧の変化等によって，図 に示した ケースの

荷重に対して照査を行う。

作業室天井スラブは，側壁により周辺準固定された支持版と見なして照査を

行う。施工時，作業室内コンクリートが充填されていないため，図 に示

すように，作業室天井スラブの固定支持点の位置は，安全側の考慮から側壁の

中心線とし，外接する矩形とする。
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計　算　例 備　考

作業室天井スラブ厚＝
γ 鉄筋コンクリートの単位重量＝

作業気圧の
＝ ・ ・γ ＝

ケーソン基礎下端から施工時外水位までの高さ＝
γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

　ⅱ 水替え状態作用する荷重

　下式より，水替え状態作用する荷重を算出する。

＝ ・γ ・γ

＝ －

＝

ここに、

作用室天井スラブ作用荷重

作業気圧
＝ ・γ ＝

γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

　ⅲ) 設計断面における断面力

スパン長を ， とすると，λ＝

・λ＜ の場合 ： ＝ ＝

・ ≦λ≦ の場合： ＝ λ ・ ＝λ λ ・
・ ＜λの場合 ： ＝ ＝

橋軸方向
スパン

橋軸直角方向
スパン λ

橋軸方向
分配荷重

Wx (kN/m
2)

橋軸直角方向
分配荷重

Wy (kN/m
2)

荷重水
満水状態

水替え状態

図 分配荷重

Wx

Wy

Lx＝5800

L
y
＝
5
8
0
0

表 分配荷重

図 に示すように，作用荷重は２方向スラブとして荷重の分配を行う。

荷重の分配比，設計荷重は下式より算出し，結果を表 に示す。

日本圧気技術協会（JAPAN PNEUMATIC TECHNOLOGY ASSOCIATION）

− 77 −



計　算　例 備　考

　ⅲ) 設計断面における設計断面力

　下式より，設計断面における設計断面力を算出し，計算結果を表 に示す。

ここに、

端部の曲げモーメント ・

支間部の曲げモーメント ・

端部から 離れた位置でのせん断力

曲げモーメント

荷重水
満水状態

＝

＝ ・ ・ － ・

・ ・

＝ ・－ ・

・ ・

せん断力

水替え状態

表 設計断面における設計断面力

設計断面力

作用
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計　算　例 備　考

　2) 耐荷性能の照査

　ⅰ) 曲げモーメントによる照査

Ⅲ編

Ⅲ編

Ⅳ編

Ⅳ編 解

Ⅲ編

式

表

Ⅲ編

式

表

Ⅳ編

Ⅳ編表 解

Ⅳ編表 解

曲げモーメント ・

Φ

ξ

限界状態１
に対する照査

判定

断面寸法

下側引張

水替え状態

上側引張

≦

≧ ≧

≦

Φ

ξ

・

判定
≧ ≧

曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

判定

限界状態３
に対する照査

・

≦

≦

・

・

軸方向
引張鉄筋量

表 曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果

ξ

曲げモーメントによる耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対

して行った。

曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果は表 に示すとおりであり，

曲げモーメントは限界状態１及び限界状態３に対する曲げモーメントの制限値

を超えないことから，限界状態１及び限界状態３に対する照査を満足する。

最大抵抗曲げモーメント はコンクリートのひび割れ曲げモーメント 以

下となるが，コンクリートのひび割れ曲げモーメント は部材に生じる曲げ

モーメントの 倍以上となることから，曲げを受ける部材としての最小鉄筋

量の規定を満足している。

軸方向鉄筋量（ 本）は部材の有効断面積の ≦ ，かつ軸方

向鉄筋量（ 本＋ 本）は部材の全断面積の ≦ である

ため，最大鉄筋量の規定を満足する。
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計　算　例 備　考

　ⅱ) せん断力による照査

Ⅲ編

Ⅳ編

式

表

Ⅲ編

表

表

Ⅳ編表

Ⅲ編

τ

式

式

表

式

式

表

式

表

式

表

τ

τ ・ ・

≦

Φ

水替え状態

σ

圧壊に対するせん
断耐力の特性値

τ

Φ斜引張破壊に
対するせん断力

の制限値

ξ

ξ

判定

せん断補強鉄筋
が負担できる

せん断力

せん断補強鉄筋の
断面積及び間隔

κ

コンクリートが負
担できるせん断力

κ

平均せん断
応力度

τ

制限値

判定

コンクリートの圧
壊に対するせん断

力の制限値

ξ

ξ Φ

判定
≦

軸方向
引張鉄筋量

コンクリートが負
担できる平均せん

断応力度

τ

τ

断面寸法

せん断力

表 せん断力による耐荷性能の照査結果

せん断力による耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対して

行った。

せん断力による耐荷性能の照査結果を表 に示す。水替え状態において，

設計断面に生じる平均せん断応力度又はせん断力は，限界状態３に対する平均

せん断応力度の制限値，斜引張破壊に対するせん断力の制限値及びコンクリー

トの圧壊に対するせん断力の制限値を超えないことから，限界状態３に対する

照査を満足する。

以上のように，せん断力は水替え状態において限界状態３の制限値を超えな

い。ゆえに，道示Ⅲ編 の規定により限界状態１に対する照査も満足す

る。
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　5.4 刃口の照査

　1) 設計断面における断面力及び設計断面位置

 照査方針

Ⅳ編

曲げ照査位置

6
2
5

217.4

223.9

241.5

85.1

85.1

85.180.5

1
6
7
5

6
2
5

L

952

β=25.514

計　算　例 備　考

6層

2層

4層

3層

5層

7層

4
70
0

1
00
0
22
00

5
0
00

57
00

2
80
0

静止土圧

P  (kN/m )o
2

施工地盤面

設計地盤面

2
07
00

21
3
25

23
00
0

10
0 1
4
00

4層

1層
2層

1
60
0

1
50
0
0

9
50
0

静水圧

P  (kN/m )w
2

1/3・作業気圧

P  (kN/m )r
2

q2

q3

q1

T

せん断

照査位置

M

Sh'

図 施工時荷重

図 設計断面位置

曲げモーメントに対する設計断面は刃口基部位置，せん断力に対する設計断

面は基部から 刃口基部厚 ずらした位置となる 図 参照 。

刃口は，基部を固定端とする片持ち梁として施工時状態について計算する。

図 に示すように，外側から静止土圧，静水圧，内側から作業気圧の

を考慮する。
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計　算　例 備　考

　ⅰ) 静止土圧

＝ ・｛Σ γ ・ ＋ ｝・γ ・γ

ここに、

静止土圧

静止土圧係数＝
γ 番目の地層の土の単位重量

番目の地層の層厚

施工時上載荷重＝
γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

施工時地盤面 ：

刃口基部 ：

刃口先端 ：

せん断照査位置：

　ⅱ 静水圧

　下式より，静水圧を算出する。
＝γ ・ ・γ ・γ

ここに、

静水圧
γ 水の単位重量＝

施工時外水位からの深度

γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

γ

←施工地盤面

←ｹｰｿﾝ天端

γ・

h
＝
1
5
.
0
m

標高

層

層

層

層

層

層

層

層

層

層

←刃口基部

←せん断照査位置

←刃口先端

層

表 静止土圧

静止土圧は下式より算出する。土圧強度の分布としては， 以深の箇所で

は における値のまま一定とする。計算結果を表 に示す。
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計　算　例 備　考

刃口基部 ： ＝

せん断照査位置： ＝

刃口先端 ： ＝

　ⅲ 作業気圧の

　下式より，作業気圧を算出する。
＝ ・γ ・ ・γ ・γ

　＝

　＝

ここに、

作業気圧の
γ 水の単位重量＝

施工時外水位からの基礎先端までの深度＝
γ 荷重組合せ係数＝
γ 荷重係数＝

　ⅳ 設計断面における設計断面力

　下式より，設計断面における設計断面力を算出する。

＝Σ ， ＝Σ

ここに、

番目の分布荷重による刃口基部における曲げモーメント ・

番目の分布荷重の上端荷重強度

番目の分布荷重の下端荷重強度
番目の分布荷重の上端から照査断面までの距離

番目の分布荷重載荷長

番目の分布荷重によるせん断照査位置におけるせん断力 ・

　設計断面における設計断面力を表 ，表 に示す。

・ ＋ ・

＝ ・ ・ ＋ ・ ・・ ＋ ・ ＋

＝

Σ＝

刃口先端

せん断照査位置

せん断照査位置

刃口基部

・

・作業
気圧

静水圧静止土圧
荷重強度

刃口先端

Σ＝

静止土圧 静水圧
・作業
気圧

荷重強度

・

せん断照査位置

表 設計断面における設計断面力

表 設計断面における設計断面力
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計　算　例 備　考

　2) 耐荷性能の照査

　ⅰ) 曲げモーメントによる照査

 耐荷性能

Ⅲ編

Ⅲ編

 最小鉄筋量

Ⅳ編

 限界状態１

Ⅲ編

式

表

 限界状態３

Ⅲ編

式

表

 最小鉄筋量

Ⅳ編

・

判定
≦ ≧

表 曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果

限界状態１
に対する照査

判定

断面寸法

判定

限界状態３
に対する照査

軸方向
引張鉄筋量

曲げモーメント ・

Φ

ξ

・

≦

≦

・

・

施　工　時

曲げを受ける
部材としての
最小鉄筋量

の照査

Φ

ξ

ξ

曲げモーメントによる耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対

して行った。

曲げモーメントによる耐荷性能の照査結果は，表 に示すとおりであり，

曲げモーメントは限界状態１及び限界状態３に対する曲げモーメントの制限値

を超えないことから，限界状態１及び限界状態３に対する照査を満足する。

最大抵抗曲げモーメント はコンクリートのひび割れ曲げモーメント 以

上となることから，曲げを受ける部材としての最小鉄筋量の規定を満足してい

る。

軸方向鉄筋量（ 本）は部材の有効断面積の ≦ ，かつ軸方

向鉄筋量（ 本）は部材の全断面積の ≦ であるため，最大鉄

筋量の規定を満足する。
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計　算　例 備　考

　ⅱ) せん断力による照査

 限界状態１

Ⅲ編

式

 応力度算出

Ⅳ編

式

表

Ⅲ編

表

表

 c pt

Ⅳ編表

 Ⅲ編
 τr

式

 S c

式

 S s

式

 S usd

式

表

 S ucd

式

表

式

表

表 せん断力による耐荷性能の照査結果

せん断力による耐荷性能の照査は，表 に示した設計断面力に対して

行った。

せん断力による耐荷性能の照査結果を表 に示す。施工時において，設

計断面に生じるせん断力は，限界状態３に対する斜引張破壊に対するせん断力

の制限値及びコンクリートの圧壊に対するせん断力の制限値を超えないことか

ら，限界状態３に対する照査を満足する。

なお，せん断照査位置のせん断力の算出においては，部材の有効高の変化の

影響を考慮した。

以上のように，せん断力は施工時において限界状態３の制限値を超えない。

ゆえに，道示Ⅲ編 の規定により限界状態１に対する照査も満足する。

せん断力

施　工　時

曲げモーメント ・

断面寸法

β °

軸方向
引張鉄筋量

せん断力

コンクリートが負
担できる平均せん

断応力度

τ

コンクリートの圧
壊に対するせん断

力の制限値

ξ

ξ Φ

判定
≦

圧壊に対するせん
断耐力の特性値

τrmax

σ

せん断補強鉄筋
が負担できる

せん断力

Φ斜引張破壊に
対するせん断力

の制限値

ξ

ξ

τr

判定

κ

平均せん断
応力度

τ

制限値

判定

κ

≦

Φ

τ

τ ・ ・

コンクリートが負
担できるせん断力

せん断補強鉄筋の
断面積及び間隔
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